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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両のスピードを制御するための方法であって、
　前記車両は以下を備え：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの車輪、
　　・前記少なくとも１つの車輪と連結したプラットフォーム、
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動させ、及び所望の方向に前記
プラットフォームを維持する）、並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
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　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）、
　前記方法は以下のステップを含む該方法：
　　・前記プラットフォームを所望の方向に維持している間、前記少なくとも１つの車輪
が下表面に適用するトルクを、ピッチ制御部を用いて制御するステップ；及び
　　・前記連結組立体のプラットフォーム部の位置に対する前記連結構造部の支持部の位
置を、摺動位置制御部を用いて決定するステップ
（ここで、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させるコマンドを前
記作動装置に送る摺動位置制御部により、前記少なくとも１つの車輪が下表面に適用する
トルクを制御する）。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法であって、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の特定の
位置を特定し、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して
、前記車両に関する所望のスピードを達成するステップを含む該方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の方法であって、前記特定の位置が前記車両の稼働モードに基づいて決
定される該方法。
【請求項４】
　請求項１に記載の方法であって、以下のステップを含む該方法：
　　・車両スピードコマンド値をユーザー又は制御部から受け取るステップ、及び
　　・前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１
つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両スピードコマンド値を
達成するステップ。
【請求項５】
　請求項１に記載の方法であって、以下のステップを含む該方法：
　　前記少なくとも１つの車輪からのスピードフィードバック信号、連結構造部スピード
、又はその両方を受け取り、
　　前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１つ
の車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両のスピードを制御するコ
マンドを前記連結構造部に送るステップ。
【請求項６】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記制御部はスピードリミッタ・モジュールを備え、
　該制御部は、以下の動作を行うために設計される該方法：
　　該動作とは、スピード・コマンド信号のサイズに行わせる動作であり、
　　該サイズに行わせる動作とは、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前
記トルクに行わせる動作であり、
　　該トルクに行わせる動作とは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
所定時間にわたって変化させることに応じて、前記車両のスピードを所定時間強制するこ
とである。
【請求項７】
　請求項１に記載の方法であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレ
ール、前記プラットフォーム部がレールガイドである該方法。
【請求項８】
　請求項１に記載の方法であって、前記連結構造部が四節連動部である該方法。
【請求項９】
　請求項１の方法であって、
　前記方法は、更に以下のステップを含む該方法：
　　・前記連結構造部のプラットフォーム部に対する前記連結構造部の支持部位置を決定
するステップ；及び
　　・前記車両の動的平衡をとっている間、前記連結構造部のプラットフォーム部に対す
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る前記連結構造部の支持部位置を制御し、前記車両の重心の位置を動かすステップ。
【請求項１０】
　請求項９に記載の方法であって、前記車両が、コマンド送信された下表面に対する静止
位置にあり、且つ前記支持体が少なくとも実質的に水平である間、前記プラットフォーム
部に対する前記支持部を動かして、前記車両の動的平衡をとるステップを含む該方法。
【請求項１１】
　請求項９に記載の方法であって、車両の重心の位置の変化に応じて、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を変化させるステップを含む該方法。
【請求項１２】
　請求項９に記載の方法であって、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
制御する前記ステップが、車両の車頭／車尾のスピードコマンド、ヨーレートコマンド、
又はその両方に応じて実行され、１以上の所定の条件を満たす該方法。
【請求項１３】
　請求項９に記載の方法であって、前記車両が所定の操作モードで稼動しているときに、
前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御する前記ステップが実行される
該方法。
【請求項１４】
　請求項９に記載の方法であって、車両の発進及び着陸モードの間、位置を制御する前記
ステップを不能化するステップを含む該方法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の方法であって、位置を制御する前記ステップを、前記発進モードか
ら平衡モードへ前記車両が入った後で、可能化するステップを含む該方法。
【請求項１６】
　請求項９に記載の方法であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレ
ール、前記プラットフォーム部がレールガイドである該方法。
【請求項１７】
　請求項９に記載の方法であって、前記連結構造部が四節連動部である該方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気的な車両の制御に関する。具体的には、電気的な車両の動きの制御に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　ヒトを対象として輸送する目的で、広い範囲の車両及び方法が公知となっている。典型
的には、こうした車両は、静的な安定性を拠り所とし、下表面に関して地表接触するメン
バーの設置に関するあらゆる予想条件の下での安定性を目的として設計されている。例え
ば、前記自動車の重心に作用する重力ベクトルは、前記自動車の車輪の接地点の間を通過
する。そして、前記自動車のサスペンションは、常に全ての車輪を地表に維持して、前記
自動車を安定させる。けれども、そうでなければ安定である車両を不安定にする幾つかの
条件（例えば、スピードの増加及び減少、急速なターン、及び急な坂）がある。
【０００３】
　動的に安定化した車両は、平衡車両としても知られているが、前記車両が稼働している
間、前記車両の安定性を能動的に維持する制御システムを有する一種の車両である。２つ
の横並びに配置された車輪のみ有する車両においては、例えば、前記制御システムは以下
のステップによって、前記車両の車頭－車尾（ｆｏｒｅ　ａｎｄ　ａｆｔ）に関する安定
性を維持している：前記車両の向きを連続的に感知すること；安定性を維持するのに必要
な補正動作を決定すること；及び、前記補正動作を行うために車両モーターにコマンドを
送ること。もしも、前記車両が安定性を維持する能力を喪失すれば（例えば、部品の故障
又は充分なパワーの欠如等により）、前記ヒト被験者は急激な平衡（バランス）の喪失を
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経験する可能性がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　安定した足跡を維持する車両に関しては、ステアリングの制御と、前記車両の前方への
動きの制御とを連結させることは、さほど関わりはない。典型的な道路の条件の下では、
曲がり角等を通して、車輪を地表に接触させるという手段によって、安定性を維持してい
る。しかし、２つの横並びに配置された車輪を有する平衡車両においては、１以上の車輪
に適用される任意のトルクが前記車両の安定性に影響する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の概要
　一態様において、本発明は、以下を特徴とする：
　車両のスピードを制御するための方法であって、
　前記車両は以下を備え：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの車輪、
　　・前記少なくとも１つの車輪と連結したプラットフォーム、
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動させ、及び所望の方向に前記
プラットフォームを維持する）、並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）、
　前記方法は以下のステップを含む該方法：
　　・前記連結組立体のプラットフォーム部の位置に対する前記連結構造部の支持部の位
置を決定するステップ；及び
　　・前記所望の方向に前記プラットフォームを維持している間、前記プラットフォーム
部に対する前記支持部の位置を変化させるコマンドを前記連結構造部に送ることにより、
前記少なくとも１つの車輪が下表面に適用するトルクを制御するステップ。
【０００６】
　幾つかの実施形態において、前記方法は以下のステップを含む：前記プラットフォーム
部に対する前記支持部の特定の位置を特定し、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に
適用する前記トルクを制御して、前記車両に関する所望のスピードを達成するステップ。
　幾つかの実施形態において、前記特定の位置は前記車両の稼働モードに基づいて決定さ
れる。
　幾つかの実施形態において、前記方法は、以下のステップを含む：
　　・車両スピードコマンド値をユーザー又は制御部から受け取るステップ、及び
　　・前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１
つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両スピードコマンド値を
達成するステップ。
【０００７】
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　幾つかの実施形態において、前記方法は、以下のステップを含む：
　　前記少なくとも１つの車輪からのスピードフィードバック信号、連結構造部スピード
、又はその両方を受け取り、
　　前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１つ
の車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両のスピードを制御するコ
マンドを前記連結構造部に送るステップ。
　幾つかの実施形態において、
　前記制御部はスピードリミッタ・モジュールを備え、
　該制御部は、以下の動作を行うために設計される：
　　該動作とは、スピード・コマンド信号のサイズに行わせる動作であり、
　　該サイズに行わせる動作とは、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前
記トルクに行わせる動作であり、
　　該トルクに行わせる動作とは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
所定時間にわたって変化させることに応じて、前記車両のスピードを所定時間強制するこ
とである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレール
、前記プラットフォーム部がレールガイドである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部は四節連動部である。
【０００８】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　以下を備える車両：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの車輪、
　　・前記少なくとも１つの車輪と連結したプラットフォーム。
　また前記車両は以下を備える：　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車
尾間を移動又は摺動することを可能にする）。
　また前記車両は以下を備える：
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）。
　また前記車両は以下を備える：
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動させ、及び所望の方向に前記
プラットフォームを維持する）。
　また前記車両は以下を備える：
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）
｛ここで、前記所望の方向に前記プラットフォームを維持している間、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を変化させるコマンドを前記連結構造部に送ることによ
り、前記少なくとも１つの車輪が下表面車両に適用するトルクを制御する｝。
【０００９】
　幾つかの実施形態において、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の特定の位置
をコマンド送信し、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御
して、前記車両に関する所望のスピードを達成するステップを含むように、前記制御部が
設計される。
　幾つかの実施形態において、以下のための入力装置を該車両が備える：
　　・車両スピードコマンド値をユーザー又は制御部から受け取る事、及び
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　　・前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１
つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両スピードコマンド値を
達成する事。
【００１０】
　幾つかの実施形態において、前記車両は：
　　車輪スピードセンサー及び連結構造部スピードセンサーを備え、
　　前記制御部へ信号を送り、
　　コマンドを前記連結構造部に送り、
　　前記コマンドは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前
記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御し、前記車両のスピー
ドを制御するためのコマンドである。
　幾つかの実施形態において、前記車両は、スピードリミッタ・モジュールを備え、
　該モジュールは該制御部に以下の動作を行わせるコマンドを送信するために設計される
該車両である：
　　該動作とは、スピード・コマンド信号のサイズに行わせる動作であり、
　　該サイズに行わせる動作とは、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前
記トルクに行わせる動作であり、
　　該トルクに行わせる動作とは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
所定時間にわたって変化させることに応じて、前記車両のスピードを所定時間強制するこ
とである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレール
、前記プラットフォーム部がレールガイドである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が四節連動部である。
【００１１】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　動的平衡車両に関する平衡マージンを維持するための方法。
　前記車両は以下の物を備え：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの車輪、
　　・前記少なくとも１つの車輪に連結されたプラットフォーム
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）、
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記車両の動的平衡をとり、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動
させる）、並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）。
　前記方法は以下のステップを含む：
　　・前記車両に関する現在稼動している車輪トルクを決定するステップ；
　　・前記車両の現在の車輪トルク能力を決定するステップ；並びに
　　・前記連結構造部を制御し、前記現在稼動している車輪トルク及び現在の車輪トルク
能力に基づいて前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御し、前記車両の
平衡に必要な推進能力マージンを維持するステップ。
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【００１２】
　幾つかの実施形態において、前記方法は、前記連結構造部に対して、前記車両の平衡を
維持する位置を命じるコマンドを送信することのみを可能にするステップを含む。
　幾つかの実施形態において、
　前記連結構造部は、位置に関するコマンドを送る動作のみ可能にされ、
　該位置は、前記現在稼動している車輪トルク及び前記車両の平衡に必要なトルクの合計
がモーター電流レベルを要求する位置であり、
　該レベルは、前記車両の操作に動力を与えるために使用される電源のモーター電流であ
って、評価された利用可能な駆動モーター電流を下回るレベルである。
　幾つかの実施形態において、前記方法は、コマンド送信された、測定された、又は評価
された車頭／車尾のトルク、ヨートルク、又は両方に基づいて、前記車両のスピードを制
御するステップを含む。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレール
、前記プラットフォーム部がレールガイドである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部は四節連動部である。
【００１３】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　動的平衡車両であって、以下を備える該車両：
　　・支持体；
　　・少なくとも１つの車輪；
　　・前記少なくとも１つの車輪に連結されたプラットフォーム。
　また、前記車両は以下を備える：
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）；
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）。
　また、前記車両は以下を備える：
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記車両の動的平衡をとり、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動
させる）。　また、前記車両は以下を備える：
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）；
｛ここで、
　前記車両のスピードは、前記連結構造部に以下のコマンドを送信することによって制御
される：
　前記車両に関する現在稼動している車輪トルク及び現在の車輪トルク能力に基づいて前
記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御し、前記車両の平衡に必要な推進
能力マージンを維持すること｝。
【００１４】
　幾つかの実施形態において、
　　前記車両は位置センサーを備え、
　　該センサーは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の実際の位置を決定する
ための物であり、
　　前記制御部は位置コマンドと実際の位置とを比較して、該比較に基づいて作動装置用
のコマンドを出力する。
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　幾つかの実施形態において、前記車両は、前記制御部と連結した推進力リミッターモジ
ュールを備え、前記連結構造部に対して、前記車両の平衡を維持する位置を命じるコマン
ドを送信することのみを可能にする。
　幾つかの実施形態において、
　　前記推進力リミッターは、前記連結構造部が、位置に関するコマンドを送る動作のみ
可能にするように設計され、
　　該位置は、前記現在稼動している車輪トルク及び前記車両の平衡に必要なトルクの合
計がモーター電流レベルを要求する位置であり、
　　該レベルは、前記車両の操作に動力を与えるために使用される電源のモーター電流で
あって、評価された利用可能な駆動モーター電流を下回るレベルである。
【００１５】
　幾つかの実施形態において、
　　前記車両は、前記車両の車頭／車尾スピード、ヨーレート、又は両方に関するコマン
ドのためのユーザー入力装置を備え、
　　コマンド送信された、測定された、又は評価された車頭／車尾のトルク、ヨートルク
、又は両方に基づいて、前記車両のスピードを制御するように前記制御部が設計される。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレール
、前記プラットフォーム部がレールガイドである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部は四節連動部である。
【００１６】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　動的平衡車両の平衡を取るための方法。
　前記車両は以下を備え：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの接地部、
　　・前記少なくとも１つの接地部と連結されたプラットフォーム、
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで該駆動部は、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に連結されて、前記車両の動的平衡をとり、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に動力を送り前記車両を駆動させる）、並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は、
　　　　前記駆動部に連結され、前記駆動部にコマンド送信し、及び、
　　　　前記作動装置に連結され、前記作動装置を制御する）。
　前記方法は、以下のステップを含む：
　　・前記連結構造部のプラットフォーム部に対する前記連結構造部の支持部位置を決定
するステップ；及び
　　・前記車両の動的平衡をとっている間、前記連結構造部のプラットフォーム部に対す
る前記連結構造部の支持部位置を制御し、前記車両重心の位置を動かすステップ。
【００１７】
　幾つかの実施形態において、前記方法は、前記車両が、コマンド送信された下表面に対
する静止位置にあり、且つ前記支持体が少なくとも実質的に水平である間、前記プラット
フォーム部に対する前記支持部を動かして、前記車両の動的平衡をとるステップを含む。
　幾つかの実施形態において、前記方法は、車両の重心の位置の変化に応じて、前記プラ
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ットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させるステップを含む。
　幾つかの実施形態において、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御
する前記ステップが、車両の車頭／車尾のスピードコマンド、ヨーレートコマンド、又は
その両方に応じて実行され、１以上の所定の条件を満たす。
【００１８】
　幾つかの実施形態において、前記車両が所定の操作モードで稼動しているときに、前記
プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御する前記ステップが実行される。
　幾つかの実施形態において、前記方法は、車両の発進及び着陸モードの間、位置を制御
する前記ステップを不能化するステップを含む。
【００１９】
　幾つかの実施形態において、前記方法は、位置を制御する前記ステップを、前記発進モ
ードから平衡モードへ前記車両が入った後で、可能化するステップを含む。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレール
、前記プラットフォーム部がレールガイドである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部は四節連動部である。
【００２０】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　動的平衡車両であって、以下を備える前記車両：
　　・支持体；
　　・少なくとも１つの接地部；
　　・前記少なくとも１つの接地部と連結されたプラットフォーム。
　また、前記車両は以下を備える：
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）。
　また、前記車両は以下を備える：
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）；
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に連結され、前記車両の動的平衡をとり、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に動力を送り、前記車両を駆動させる）。
　また、前記車両は以下を備える：
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）
｛ここで、前記制御部は、以下の事により前記車両の平衡をとる：
　　・前記連結構造部のプラットフォーム部に対する前記連結構造部の支持部位置を決定
すること、及び
　　・前記車両の動的平衡をとっている間、前記連結構造部のプラットフォーム部に対す
る前記連結構造部の支持部位置を制御し、前記車両重心の位置を動かすこと｝。
【００２１】
　幾つかの実施形態において、前記車両が、コマンド送信された下表面に対する静止位置
にあり、且つ前記支持体が少なくとも実質的に水平である間、前記プラットフォーム部に
対する前記支持部を動かして、前記車両の動的平衡をとるために前記制御部が設計される
。
　幾つかの実施形態において、車両の重心の位置の変化に応じて、前記プラットフォーム
部に対する前記支持部の位置を変化させるように前記制御部が設計される。
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　幾つかの実施形態において、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御
する前記ステップが、車両の車頭／車尾のスピードコマンド、ヨーレートコマンド、又は
その両方に応じて実行され、１以上の所定の条件を満たす。
　幾つかの実施形態において、前記車両が所定の操作モードで稼動しているときに、前記
プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御する前記ステップが実行される。
【００２２】
　幾つかの実施形態において、車両の発進及び着陸モードの間、位置を制御する前記ステ
ップを不能化するように前記制御部が設計される。
　幾つかの実施形態において、位置を制御する前記ステップを、前記発進モードから平衡
モードへ前記車両が入った後で、可能化するように前記制御部が設計される。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレール
、前記プラットフォーム部がレールガイドである。
　幾つかの実施形態において、前記連結構造部が四節連動部である該車両。
【００２３】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　バッテリーにより電力供給される車両のためのモーター電流能力を決定するための方法
。前記方法は、以下のステップを含む：
　・以下に基づいて操作中の車両バッテリーに関する下降したバッテリー電圧を評価する
ステップ：
ａ）操作中の前記車両バッテリーに関する所定の最大予想バッテリーバス電流、
ｂ）評価されたバッテリー開回路電圧、及び
ｃ）評価されたバッテリー開回路抵抗。
また、前記方法は、以下のステップを含む：　・前記バッテリーにより電力供給される車
両に関するモーター電流能力を以下に基づいて評価するステップ：
ｄ）前記バッテリーにより電力供給される車両を駆動させるために使用されるモーターの
稼動スピード、
ｅ）前記モーターの逆起電力定数、
ｆ）前記モーター巻線の電気抵抗、
ｇ）前記下降したバッテリー電圧、
ｈ）前記モーター巻線の電気的なインダクタンス、及び
ｉ）前記モーターに関する磁極ペア数。
【００２４】
　幾つかの実施形態において、前記操作中の車両バッテリーに関する下降したバッテリー
電圧は以下に従い評価される：
【数１】

｛ここで、
【数２】

は、前記評価された下降バッテリー電圧であり、
【数３】

は、評価されたバッテリー開回路電圧であり、
【数４】

は、前記所定の最大予想バッテリーバス電流であり、及び
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【数５】

は、前記評価されたバッテリー開回路抵抗である｝
【００２５】
　幾つかの実施形態において、前記バッテリーにより電力供給される車両に関する前記モ
ーター電流能力は以下に従い評価される：

【数６】

｛ここで、
【数７】

は、前記モーター電流能力であり、
【数８】

は、前記モーターの稼動スピードであり、

【数９】

は、前記モーター巻線の線間逆起電力定数であり、
【数１０】

は、前記モーター巻線の線間抵抗であり、
【数１１】

は、前記モーターに関する磁極ペア数であり、及び
【数１２】

は、前記モーター巻線の線間インダクタンスである｝
【００２６】
　幾つかの実施形態において、前記方法は、前記バッテリーにより電力供給される車両に
関する前記モーター電流能力を、前記モーターを駆動させるためのモーター駆動部の電流
制限に基づいて制限するステップを含み、該制限は以下の式に従う：

【数１３】

｛ここで、
【数１４】

は、前記モーター駆動部の前記電流制限である｝
【００２７】
　幾つかの実施形態において、前記方法は、前記モーターの最大無負荷スピードに対して
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使用される前記モーターの稼動スピード値を
【数１５】

に基づいて制限するステップを含み、該制限は以下の式に従う：
【数１６】

｛ここで、
【数１７】

は、前記最大無負荷スピードである｝
【００２８】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　バッテリーにより電力供給される車両に関するモーター電流能力を決定するための装置
。
　前記装置は以下を備える：
　　・測定モジュール（ここで、該モジュールは：
　　　　前記バッテリーにより電力供給される車両を駆動させるために使用されるモータ
ーの稼動スピードを測定するように設計される）。
　また、前記装置は以下を備える：
　　・評価モジュール（ここで、該モジュールは以下の動作を行うように設計される：
　　　　以下に基づいて操作中の車両バッテリーに関する下降したバッテリー電圧を評価
すること：
　　　　　ａ）所定の最大予想バッテリーバス電流、
　　　　　ｂ）評価されたバッテリー開回路電圧、
　　　　　ｃ）評価されたバッテリー開回路抵抗。
　また、評価モジュールは以下の動作を行うように設計される：
　　　　前記バッテリーにより電力供給される車両に関するモーター電流能力を以下に基
づいて評価すること：
　　　　　ｄ）前記バッテリーにより電力供給される車両を駆動させるために使用される
モーターの稼動スピード、
　　　　　ｅ）前記モーターの逆起電力定数、
　　　　　ｆ）前記モーター巻線の電気抵抗、
　　　　　ｇ）前記下降したバッテリー電圧、
　　　　　ｈ）前記モーター巻線の電気的なインダクタンス、及び
　　　　　ｉ）前記モーターに関する磁極ペア数）。
【００２９】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　電気的負荷（物）（ｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｌｏａｄ）に電力を供給するバッテリーの電気
状態を評価するための方法。
　前記方法は以下のステップを含む：
　　ａ）前記バッテリー電圧及び前記バッテリー電流の流れの値をある時間の第一のポイ
ントで獲得するステップ；
　　ｂ）バッテリー電圧及びバッテリー電流の流れを監視するステップ；並びに
　　ｃ）ある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電圧の変化が所定の電
圧量を超え、並びにある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電流の流れ
の変化が所定の電流量を超える場合に、前記バッテリー電圧及びバッテリー電流の流れの
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値をある時間の第二のポイントで獲得するステップ。
　また、前記方法は以下のステップを含む：
　　ｄ）ある時間における前記第一及び第二のポイントの間におけるバッテリー電圧及び
バッテリー電流の流れの変化に基づいて、バッテリー抵抗を計算するステップ；並びに
　　ｅ）前記計算されたバッテリー抵抗、ある時間における前記第二のポイントでの前記
バッテリー電流の流れ、及びある時間における前記第二のポイントでの前記バッテリー電
圧に基づいて開回路のバッテリー電圧を計算するステップ。
【００３０】
　幾つかの実施形態において、前記方法は以下のステップを含む：
　　・ステップｂ）を繰り返すステップ；
　　・ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリー電圧の変化が
所定の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッ
テリー電流の流れの変化が所定の電流量を超えたとき、前記バッテリー電圧及びバッテリ
ー電流の流れの値を、ある時間の第三のポイントで獲得するステップ；
　　・ステップｄ）を繰り返すステップ；並びに
　　・ステップｅ）を繰り返すステップ。
【００３１】
　幾つかの実施形態において、前記方法は以下のステップを含む：
　　・ステップｂ）を繰り返すステップ；並びに
　　・ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリー電圧の変化が
所定の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッ
テリー電流の流れの変化が所定の電流量を超えるまでは、前記バッテリー電圧及びバッテ
リー電流の流れの値を、ある時間の第三のポイントで獲得することを延期するステップ。
【００３２】
　幾つかの実施形態において、ステップｅ）は、現時点での計算されたバッテリー抵抗が
、以前計算されたバッテリー抵抗から、所定のパーセンテージを超えて変化したかどうか
を決定することを含む。
　幾つかの実施形態において、前記方法は、現時点での計算されたバッテリー抵抗が、以
前計算されたバッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化しない場合に
、前記計算されたバッテリー抵抗に基づいて開回路バッテリー電圧を計算するステップを
含む。
　幾つかの実施形態において、現時点での計算されたバッテリー抵抗が、以前計算された
計算バッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化する場合、以前計算さ
れたバッテリー抵抗に基づいて開回路バッテリー電圧を計算するステップを含む。
【００３３】
　幾つかの実施形態において、前記方法は、前記バッテリーによって電力供給される車両
に関する所定の稼動条件の期間は、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）を中止するステップを含
む。
　幾つかの実施形態において、前記車両が、所定の期間、回復可能にブレーキをかけてい
るとき、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）が中止される。
【００３４】
　本発明の別態様において、本発明は以下を特徴とする：
　電気的負荷に電力を供給するバッテリーの電気状態を評価するための装置。
　前記装置は、以下の物を備える：
　　・測定モジュール（ここで、該モジュールは以下の動作を行うために設計される：
　　　　ａ）前記バッテリー電圧及び前記バッテリー電流の流れの値をある時間の第一の
ポイントで獲得するステップ、
　　　　ｂ）バッテリー電圧及びバッテリー電流の流れを監視するステップ、並びに
　　　　ｃ）ある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電圧の変化が所定
の電圧量を超え、並びにある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電流の
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流れの変化が所定の電流量を超える場合、ある時間の第二のポイントで前記バッテリー電
圧及びバッテリー電流の流れの値を獲得するステップ）。
　　また、前記装置は以下の物を備える：
　　・評価モジュール（ここで、該モジュールは以下の動作を行うために設計される。
　　　　ｄ）ある時間における前記第一及び第二のポイントの間におけるバッテリー電圧
及びバッテリー電流の流れの変化に基づいてバッテリー抵抗を計算するステップ、並びに
　　　　ｅ）前記計算されたバッテリー抵抗、ある時間における前記第二のポイントでの
前記バッテリー電流の流れ、及びある時間における前記第二のポイントでの前記バッテリ
ー電圧に基づいて、開回路バッテリー電圧を計算するステップ）。
【００３５】
　幾つかの実施形態において、前記測定モジュールは以下の動作を行うように設計される
：
　　・ステップｂ）を繰り返すこと、
　　・ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリー電圧の変化が
所定の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッ
テリー電流の流れの変化が所定の電流量を超えたとき、前記バッテリー電圧及びバッテリ
ー電流の流れの値をある時間の第三のポイントで獲得すること、
　　・ステップｄ）を繰り返すこと、並びに
　　・ステップｅ）を繰り返すこと。
【００３６】
　幾つかの実施形態において、
　　前記測定モジュールはステップｂ）を繰り返すように設計され、並びに、
　　前記評価モジュールは、ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバ
ッテリー電圧の変化が所定の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三
のポイント間でのバッテリー電流の流れの変化が所定の電流量を超えるまでは、前記バッ
テリー電圧及びバッテリー電流の流れの値を、ある時間の第三のポイントで獲得すること
を延期するように設計される該装置。
【００３７】
　幾つかの実施形態において、前記測定モジュールは、現時点での計算されたバッテリー
抵抗が、以前計算されたバッテリー抵抗から、所定のパーセンテージを超えて変化したか
どうかを決定するように設計される。
　幾つかの実施形態において、前記評価モジュールは、現時点での計算されたバッテリー
抵抗が、以前計算されたバッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化し
ない場合に、前記計算されたバッテリー抵抗に基づいて、開回路バッテリー電圧を計算す
るように設計される。
【００３８】
　幾つかの実施形態において、前記評価モジュールは、前記計算されたバッテリー抵抗が
、以前計算されたバッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化した場合
には、以前計算したバッテリー抵抗に基づいて、開回路バッテリー電圧を計算するように
設計される。
　幾つかの実施形態において、前記バッテリーによって電力供給される車両に関する所定
の稼動条件の期間は、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）を中止するように前記装置が設計され
る。
　幾つかの実施形態において、前記車両が、所定の期間、回復可能にブレーキをかけてい
るとき、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）を中止するように前記装置が設計される。
【００３９】
　添付した図面を共に参照しながら以下の詳細な説明を参照することにより、本発明の上
記特徴は、更に容易に理解できるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００４０】



(15) JP 6022946 B2 2016.11.9

10

20

30

40

50

【図１】本発明の例示的な実施形態に従った車両の概念図である。
【図２Ａ】本発明の例示的な実施形態に従った車両の概念図である。
【図２Ｂ】本発明の例示的な実施形態に従った車両の概念図である。
【図３】本発明の例示的な実施形態に従った、車両の安定性を動的に制御するための制御
システムに関するブロック図である。
【図３Ａ】図３Ａは、前記車両の接地部（ｇｒｏｕｎｄ－ｃｏｎｔａｃｔｉｎｇ　ｅｌｅ
ｍｅｎｔ）に対しての車両の重心位置に関するブロック図である。
【図３Ｂ】図３Ｂは、前記車両の接地部に対しての図３Ａの車両の別の重心位置に関する
ブロック図である。
【図４】本発明の例示的な実施形態に従った、車両操作を制御するための制御部に関する
ブロック図である。
【図５】本発明の例示的な実施形態に従って、車両速度を制御するための方法のフローチ
ャートである。
【図６】本発明の例示的な実施形態に従って、動的平衡車両に関する平衡マージンを維持
するための方法のフローチャートである。
【図７】本発明の例示的な実施形態に従って、前記車両の重心の位置を制御することによ
り、車両の動的平衡をとるための例示的な方法のフローチャートである。
【図８Ａ】本発明の例示的な実施形態に従って、バッテリーにより電力供給される車両に
関するモーター電流能力を決定（測定）するための方法のフローチャートである。
【図８Ｂ】例示的な実施形態に従って、バッテリーにより電力供給される車両に関するモ
ーター電流能力を決定（測定）するための装置（８５０）の概念図である。
【図９Ａ】本発明の例示的な実施形態に従ったバッテリーの回路図である。
【図９Ｂ】本発明の例示的な実施形態に従って、図９Ａのバッテリーの電気的な状態を評
価するための装置の概念図である。
【図９Ｃ】本発明の例示的な実施形態に従って、前記バッテリーの電気状態を評価するた
めの方法のフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
例示的な実施形態の詳細な説明
　図１は、本発明の例示的な実施形態に従った車両（１００）の概念図である。前記車両
（１００）は、支持体（１０４）と連結された筐体（１０２）を含む。また、前記車両（
１００）は、プラットフォーム（土台）（１１２）と連結された少なくとも１つの接地部
（１１０）（例えば、１以上の車輪）を備える。前記接地部（１１０）は、車軸（１１４
）を中心に回動する。そして、該車軸は前記プラットフォーム（土台）（１１２）と連結
している。また、前記車両（１００）は、連結構造部（１７２）を備え、該構造部は、前
記支持体（１０４）に連結された支持部（１７２ａ）と、前記プラットフォーム（土台）
（１１２）に接続されたプラットフォーム（土台）部（１７２ｂ）を備える。前記連結構
造部（１７２）は、前記プラットフォーム（土台）部（１７２ｂ）に対して車頭及び車尾
間を前記支持部（１７２ａ）が移動又は摺動することを可能にする。
【００４２】
　該実施形態において、前記連結構造部（１７２）は摺動組立体であり、前記支持部（１
７２ａ）はレールであり、そして、前記プラットフォーム部（１７２ｂ）はレールガイド
である。該実施形態において、ヒト被験者（図示しない）は、入力装置（１０６）を操作
して、前記車両（１００）の重心の位値（１４０）を変化させる。前記入力装置（１０６
）は、連動部（ｌｉｎｋａｇｅ）（１０８）と連結している。前記連動部（１０８）は、
前記支持体（１０４）と連結している。例えば、前記入力装置（１０６）は、コントロー
ルステッキ、ヨーク、ハンドル（ステアリング車輪）又はハンドルバーであってもよい。
【００４３】
　前記ヒト被験者は、前記入力装置（１０６）を前方（Ｘ軸の負の方向へ）へ押し出し、
前記筐体（１０２）及び支持体（１０４）を前記接地部（１１０）に対して前方（前記Ｘ
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軸の負の方向）に動かす。前記筐体（１０２）及び支持体（１０４）が前方へ移動するこ
とに応じて、前記車両（１００）の前記重心の位置（１４０）が前方へ移動する。前記車
両（１００）の前記重心（１４０）が前方に移動することに応じて、前記接地部（１１０
）が前方へのトルクを発生させる。前記ヒト被験者は、前記入力装置（１０６）（前記ヒ
ト被験者の身体に向かって、且つ前記Ｘ軸の正の方向に沿って）後方へ引き、前記接地部
（１１０）に対して後方（前記Ｘ軸の正の方向）に前記筐体（１０２）及び支持体（１０
４）を動かす。前記筐体（１０２）及び支持体（１０４）が後方に移動することに応じて
、前記車両（１００）の前記重心の位置（１４０）が後方に移動する。前記車両（１００
）の前記重心の位置（１４０）が後方に移動することに応じて、前記接地部（１１０）が
負のトルクを発生させる。
【００４４】
　また、前記車両（１００）は、前記連結構造部（１７２）に連結された作動装置（１９
０）を備え、前記プラットフォーム部（１７２ｂ）に対する前記支持部（１７２ａ）の位
置を制御する。また、前記車両（１００）は、前記プラットフォーム（土台）（１１２）
及び前記接地部（１１０）に連結された駆動部（１８０）を備える。前記駆動部（１８０
）（例えば、動力化された駆動部）は前記接地部（１１０）に動力を送り、前記接地部（
１１０）を回動させ、車頭（前記Ｘ軸の負の方向）及び車尾（前記Ｘ軸の正の方向）へ向
かって前記車両を駆動／移動させる。また、前記駆動部（１８０）は、前記プラットフォ
ーム（土台）（１１２）を重力に対して所望の方向（例えば、水平、又は水平に近い所望
の変動範囲）に維持する。幾つかの実施形態において、前記車両（１００）は２以上の横
並び（Ｚ軸に沿って、本ページには記載されていないＺ軸の正の方向へ）に配置された接
地部（１１０）を備え、前記車両（１００）の横方向の安定性を補助する。
【００４５】
　また、前記車両（１００）は、前記駆動部（１８０）を制御するために前記駆動部（１
８０）に連結され、前記作動装置（１９０）を制御するために前記作動装置（１９０）に
連結された、少なくとも１つの制御部（１９４）（例えば、図４の制御部（４００））を
備える。前記制御部（１９４）は、前記接地部（１１０）及びプラットフォーム（土台）
（１１２）に対する前記筐体（１０２）及び支持体（１０４）の位置に応じて、前記車両
（１００）の平衡状態（バランス）を制御する。ヒト被験者（図示しない）は、前記入力
装置（１０６）を操作して、前記駆動部（１８０）にコマンドを送り、前記接地部（１１
０）を回動させるコマンドを送り、前記車頭及び車尾間の方向へ前記車両（１００）を移
動させる。
【００４６】
　幾つかの実施形態において、前記筐体（１０２）、支持体（１０４）及び支持部（１７
２ａ）が前記プラットフォーム部（１７２ｂ）、プラットフォーム（１１２）及び接地部
（１１０）に対して前後に摺動すると、前記筐体（１０２）、支持体（１０４）及び支持
部（１７２ａ）は、前記下表面／地面に対する所望の方向（例えば、水平、又は水平に近
い所望の変動範囲）に維持する。別の実施形態において、前記筐体（１０２）、支持体（
１０４）及び支持部（１７２ａ）が前記プラットフォーム部（１７２ｂ）、プラットフォ
ーム（土台）（１１２）及び接地部（１１０）に対して前後に摺動すると、前記筐体（１
０２）、支持体（１０４）及び支持部（１７２ａ）は、地面に対して傾く。前記車両（１
００）は、以下のように対応することができる：筐体（１０２）、支持体（１０４）及び
支持部（１７２ａ）が前方に摺動したときには、前記筐体（１０２）、支持体（１０４）
及び支持部（１７２ａ）が前方に傾き；或いは、筐体（１０２）、支持体（１０４）及び
支持部（１７２ａ）が後方に摺動したときには、前記筐体（１０２）、支持体（１０４）
及び支持部（１７２ａ）は後方に傾く。
【００４７】
　幾つかの実施形態において、前記プラットフォーム（土台）部（１７２ｂ）、プラット
フォーム（土台）（１１２）及び前記接地部（１１０）に対して前記筐体（１０２）、支
持体（１０４）及び支持部（１７２ａ）を移動させることなく、前記ヒト被験者は、彼／
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彼女の体重を前方又は後方にシフトし、前記重心の位置を移動させ、前記車両を前方又は
後方にそれぞれ移動させる。
【００４８】
　幾つかの実施形態において、前記連動部（１０８）は、前記連動部（１０８）の動きに
対する硬直性（ｓｔｉｆｆｎｅｓｓ）又は制動を備えた装置と連結しており、例えば、前
記車両に対する特定の種類の入力を強制したり、及び／又は前記ヒト被験者の経験を強化
したりする。幾つかの実施形態において、前記装置は、前記重心の位置（１４０）が許容
される変化での速度を制限するように前記連動部（１０８）の動く速度を制限し、従って
、前記車両（１００）速度の変化速度を制限する。
【００４９】
　幾つかの実施形態において、前記装置は、前記連動部（１０８）の動きにおける振動を
減衰させ、前記車両（１００）の操作を制御する制御部のピッチ（傾き）制御ループ及び
／又は重心制御ループにおける振動を減衰させる。前記装置が存在しない場合、例えば、
ヒト被験者が前記入力装置（１０６）押したり、又は引いたりすることにより前記連動部
（１０８）で誘導される振動は、前記傾き及び／又は前記車両（１００）スピードにおけ
る振動を結果的には引き起こす。
【００５０】
　幾つかの実施形態において、例えば、外的障害又は車両上の障害が原因となって、前記
支持部（１７２ａ）が前記プラットフォーム（土台）部（１７２ｂ）に対して位相（ｐｈ
ａｓｅ）外へ移動したときに、前記支持部（１７２ａ）及び／又はプラットフォーム部（
１７２ｂ）は、前記車両（１００）のスピードが振動することを防止するためのダンパー
を備える。例えば、前記車両（１００）が道路の隆起上を移動した際には、前記支持部（
１７２ａ）は前記プラットフォーム（土台）部（１７２ｂ）に対して移動又は摺動するこ
とができ、それにより、前記車両（１００）の前記重心の位置（１４０）を車頭又は車尾
へ動かす。前記重心の位置（１４０）が車頭及び車尾間を動くことにより、前記車両（１
００）を加速させたり、又は減速させたりする。従って、前記支持部（１７２ａ）を前記
プラットフォーム（土台）部（１７２ｂ）に連結させるダンパーは、さもなければ前記隆
起によって誘導される高周波の動き（ｈｉｇｈ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｍｏｔｉｏｎ）を
減らし、そして、前記隆起が原因となって前記車両（１００）スピードが変動することを
減らすであろう。前記ダンパーは、例えば、前記車両の前記重心の位置（１４０）を変化
させるコマンドを送る前記入力装置（１０６）をヒト被験者が押すことによって導入され
る低周波の動きは減らさない。幾つかの実施形態において、前記ダンパーは、高周波の振
動又はインパルスを減衰させるために設計される。前記ダンパーは、前記支持部（１７２
ａ）を前記プラットフォーム部（１７２ｂ）に連結させる機械的なダンパーであってもよ
い。幾つかの実施形態において、前記ダンパーは、前記制御部（１９４）で実装させる減
衰期間（減衰項）である。
【００５１】
　図２Ａは、本発明の例示的な実施形態に従った車両（２００）の概念図である。筐体（
２０２）は、支持体（２０４）に連結している。少なくとも１つの接地部（２１０）は、
前記プラットフォーム（２１２）と連結している。前記接地部（２１０）は、車軸（２１
４）を中心に回動する。また、前記車両（２００）は連結構造部を備え、該構造部は、少
なくとも１つの四節連動部（２２４）（第一バー（２２４ａ）及び第二バー（２２４ｂ）
の組み合わせ）である。前記第一バー（２２４ａ）の第一端（２５２ａ）は前記支持体（
２０４）と連結され、前記第二バー（２２４ｂ）の第一端（２５２ｂ）は前記支持体（２
０４）と連結される。前記バーの第一端（２５２ａ）及び第一端（２５２ｂ）は、前記連
結構造部の前記支持部である。前記第一バー（２２４ａ）の第二端（２５６ａ）は、前記
プラットフォーム（２１２）に連結され、前記第二バー（２２４ｂ）の第二端（２５６ｂ
）は、前記プラットフォーム（２１２）に連結される。前記バーの第二端（２５６ａ）及
び第二端（２５６ｂ）は、前記連結構造部の前記プラットフォーム部である。
【００５２】
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　前記筐体（２０２）及び支持体（２０４）は、前記ＸＹ平面における前記四節連動部（
２２４）の回動によって規定される経路（２６０）に沿って移動する。該実施形態におい
て、ヒト被験者（図示しない）は、入力装置（２０６）を操作して、前記車両（２００）
の前記重心の位置（２４０）を変更する。前記入力装置（２０６）は、前記連動部（２０
８）と連結されている。前記連動部（２０８）は、前記支持体（２０４）と連結している
。前記ヒト被験者は、前記入力装置（２０６）を前方（前記Ｘ軸の負の方向）へ押しだす
。そして、前記四節連動部（２２４）の回動によって規定される前記経路（２６０）に沿
って、前記筐体（２０２）及び支持体（２０４）が移動する。即ち、前記筐体（２０２）
及び支持体（２０４）が前記接地部（２１０）に対して前方（前記Ｘ軸の負の方向）に移
動する。前記筐体（２０２）及び支持体（２０４）が前方に移動することに応じて、前記
車両（２００）の前記重心の位置（２４０）が前方に移動する。前記車両（２００）の前
記重心の位置（２４０）が前方に移動することに応じて、前記接地部（２１０）が前方へ
のトルクを発生させる。
【００５３】
　前記ヒト被験者は、前記入力装置（２０６）を後方（前記ヒト被験者の身体に向かって
、且つ前記Ｘ軸の正の方向に沿って）に引く。そして、前記四節連動部（２２４）の回動
によって規定される前記経路（２６０）に沿って、前記筐体（２０２）及び支持体（２０
４）が移動する。即ち、前記筐体（２０２）及び支持体（２０４）は、前記接地部（２１
０）に対して後方（前記Ｘ軸の正の方向）に移動する。前記筐体（２０２）及び支持体（
２０４）が後方に移動することに応じて、前記車両（２００）の前記重心の位置（２４０
）が後方に移動する。前記車両（２００）の前記重心の位置（２４０）が後方に移動する
ことに応じて、前記接地部（２１０）が負のトルクを発生させる。
【００５４】
　幾つかの実施形態において、前記車両（２００）は、２つの横並びに配置された接地部
を備える。また、前記車両は、２つの四節連動部（例えば、前記四節連動部（２２４）を
２つ）備える。各四節連動部は、前記２つの横並びに配置された接地部のうち１つと連結
されている。幾つかの実施形態において、１以上の四節連動部は、可撓性のバーである。
前記可撓性のバーは、折れ曲がって、例えば、前記筐体及び支持体が経路（例えば、図２
Ａの前記経路（２６０））に沿って動くことを可能にする。
【００５５】
　図２Ｂは、本発明の例示的な実施形態に従った車両（２６８）の３次元図である。ヒト
被験者（図示しない）は、少なくとも部分的に前記ヒト被験者を包持する筐体（２７６）
内の支持体（２７２）上に腰掛ける。前記車両（２６８）は２つの車輪（２６０、２６４
）を備える。前記２つの車輪（２６０、２６４）は、プラットフォーム（２８０）に連結
される。車輪（２６０）は、車輪（２６４）に対して横並びに配置される。前記各車輪は
、車軸（２８４）を中心に回動し、少なくとも１つの駆動部（２８８）（例えば、動力化
された駆動部）によって動力供給される。制御部（２９２）は、車両方向（例えば、傾き
）及び前記車両（２６８）の前記重心（２９６）位置の変化に応じて前記制御信号を供給
するために、前記駆動部（２８８）と連結される。
【００５６】
　前記ヒト被験者が前記車両（２６８）に乗車すると、前記制御部（２９２）は、制御ル
ープを実行し、前記車両（２６８）の方向における変化（該変化は車頭－車尾面における
前記重心の位置（２９６）の変化から生じうる）を感知する。そして、前記重心の位置（
２９６）の変化に基づいて前記車輪（２６０、２６４）に供給される動力を制御する。米
国特許出願番号１２／２６６．１７０（参照により本明細書に組み込む）に同様の記載が
あるが、前記車両（２６８）の方向の変化、及び前記重心の位置（２９６）の変化に応じ
て、トルクが前記車輪（２６０、２６４）にかかり、前記車両（２６８）を動的に安定化
させる。
【００５７】
　一実施形態において、前記重心の位置（２９６）が車頭方向（前記Ｘ軸の負の方向）に
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移動したときには、前記駆動部（２８８）は、前記車両（２６８）を前方（前記Ｘ軸の負
の方向）へ移動させるのに充分な動力を前記２つの車輪（２６０、２６４）に供給する。
前記重心（２９６）が車尾方向（前記Ｘ軸の正の方向）に移動したときには、前記駆動部
（２８８）は、前記車両（２６８）を減速させ、前記車両（２６８）を後方（前記Ｘ軸の
正の方向）に移動させるように逆方向に向かわせるのに充分な動力を前記２つの車輪（２
６０、２６４）に供給する。
【００５８】
　また、前記車両（２６８）の傾き（前記車軸（２８４）に対する前記車両（２６８）の
角度方向）は、前記制御ループにて感知して補正することができる。前記制御部は、前記
重心の位置（２９６）の変化から生じうる前記車両（２６８）の方向を感知するためのジ
ャイロスコープを備える。
【００５９】
　傾きの変化に応じてというよりは、むしろ、前記プラットフォーム部に対する前記支持
部の位置（例えば、図１の支持部（１７２ａ）及びプラットフォーム部（１７２ｂ））の
変化に基づいて前記車両（２６８）を動的に安定化させると、操作中の車両（２６８）の
傾き変化が減少する。また、前記車両（２６８）が加速コマンド及び／又は減速コマンド
に対して応答するのに係る時間が短縮される。前記車両（２６８）は、前記車輪（２６０
及び２６４）が地面と接する場所の上にある前記車両（２６８）の重心の位置（２９６）
を記録することにより、加速及び／又は減速を行う。もしも、前記車両（２６８）が傾き
における変化に応じて加速及び／又は減速される場合、前記車両（２６８）の制御部は、
安定状態の位置に対する前記重心の位置（２９６）の変化するのを最初に必要とし、その
後、前記接地部が地面と接する場所の上に、前記重心（２９６）の位置を調整する態様で
、前記車輪（２６０及び２６４）を稼動させるためのコマンドを前記駆動部（２８８）に
送るであろう。前記重心の位置（２９６）を前記安定状態の位置に戻す変化を誘導するの
に必要な時間は、前記重心の位置における変化に応じて加速及び／又は減速するコマンド
と比べると、前記車両（２６８）が加速及び／又は減速コマンドに反応するための時間の
遅延となる。前記車両（２６８）は、前記重心の位置（２９６）の安定状態からの変化を
誘導する必要はない。なぜならば、前記重心の位置（２９６）の変化は、前記加速及び／
又は減速コマンドにおいて固有のものだからである。前記加速及び／又は減速コマンドは
、加速及び／又は減速を開始できるように、前記車両（２６８）の方向における変化を必
要とし、前記重心（２９６）を正しい位置に調整する。
【００６０】
　図３は、本発明の例示的な実施形態に従って、２つの横並びに配置された車輪（例えば
、図２Ｂの車輪（２６０及び２６４））を有する車両の安定性を動的に制御するための制
御システム（３００）のブロック図である。制御部（３０２）（例えば、図４の制御部（
４００））は、前記車両の前記重心場所に影響を与える位置であって、前記プラットフォ
ーム部（例えば、図１のプラットフォーム部（１７２ｂ））に対する前記支持部（例えば
、図１の支持部（１７２ａ））の位置を特徴とする入力をセンサーモジュール（３０４）
から受け取る。前記センサーモジュール（３０４）から提供される少なくとも前記プラッ
トフォーム部に対する前記支持部の位置に基づいて、前記制御部（３０２）は、前記左側
の動力化された駆動部（３０６）又は右側の動力化された駆動部（３０８）のうち少なく
とも１つのトルクＴ（例えば、前記対応する接地部に適用されるトルク）のコマンドを送
る。
【００６１】
　図３Ａ及び３Ｂはブロック図であり、該図は、本発明の例示的な実施形態に従った、前
記車両（３３０）の操作に対する車両（３３０）の前記重心の位置（３２２）の効果を例
示している。前記車両（３３０）は、全質量Ｍ2（重量Ｍ2ｇ）を有する。荷重及び一部の
前記車両（３３０）の質量は、Ｍ1（重量Ｍ1ｇ）として記載されており、前記重心（３２
２）の質量に対応する。２つの横並びに配置された接地部（３２０）の質量は、質量Ｍ0

（重量Ｍ0ｇ）として記載されている。前記車両（３３０）の重量は以下の式で表される
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：
【数１８】

前記接地部（３２０）の位置に対してＸ軸方向に沿って移動することができる前記車両（
３３０）の部分は、前記重心（３２２）で表される。図３Ａを参照すると、前記重心（３
２２）は、前記接地部（３２０）が地面と接している場所（３３８）の上にある初期の場
所（３３４）に存在している。
【００６２】
　図３Ｂを参照すると、前記重心（３２２）は、前記初期の場所（３３４）に対して前記
Ｘ軸の負の方向に沿って距離Ｌの分ずれた場所（３４２）に存在している。一実施形態に
おいて、前記車両（３３０）の重心の位置に移動するヒト被験者によって、前記重心（３
２２）は場所（３４２）に位置することになる。前記センサーモジュール（３０４）（図
３）は、前記車両（３３０）の傾き、及び前記車両（３３０）の方向を前記制御部（３０
２）に提供する。前記重心（３２２）の位置（３４２）が変化すると、前記傾き及び方向
が変化する。前記制御部（３０２）は、前記左側の動力化された駆動部（３０６）と、及
び右側の動力化された駆動部（３０８）とに信号を出力する。そして、前記接地部（３２
０）に対してトルク［Ｔ＝（Ｍ１ｇ）（Ｌ）］を適用する。さらに、前記接地部（３２０
）をある方向（例えば、前方、前記Ｘ軸の負の方向に沿って）に移動させる。前記車両（
３３０）の平衡を維持するために以前の場所（３３８）から前記重心（３２２）をずらす
。
【００６３】
　前記荷重及び関連構造（纏めて３２２）並びに前記接地部及び関連構造（纏めて３２０
）の間で前記車両（３３０）の質量を分散させて、加速性能及び減速性能を最大化できる
ことが有利である。一実施形態において、前記車両（３３０）の動いた部分に関して（即
ち、前記荷重及び関連構造（３２２）に関して）前記全車両（３３０）質量のパーセンテ
ージがより大きくなるように配置して、加速性能及び減速性能を最大化することが有利で
ある。前記動いた部分（３２２）について更なる前記全車両（３３０）質量を置くことに
より、前記車両（３３０）を加速又は減速するのに必要な動力コマンドを生成させるのに
更に大きな質量が寄与することを可能にする。しかし、もしも、更に多くの前記全車両（
３３０）質量が前記接地部及び関連構造（３２０）に置き換わったのであれば、更に多く
のパーセンテージの質量が、全体車両（３３０）の一部として動くのに前記車両（３３０
）が必要とする負荷となるであろう。
【００６４】
　また、前記制御部（３０２）は、ユーザー・インターフェース（３１０）及び車輪回動
センサー（３１２）とのインターフェースとなる。前記ユーザー・インターフェース（３
１０）は、例えば、以下の制御を含むことができる：前記車両のオン・オフ、又は前記車
両の異なる稼動モードの誘起。
【００６５】
　前記センサーモジュール（３０４）は、１以上の車両パラメーターを検出し、前記車両
の重心の位置における変化を測定する（例えば、図１の前記車両（１００）の前記プラッ
トフォーム部（１７２ｂ）に対する前記支持部（１７２ａ）の動きを原因とする）。一実
施形態において、前記センサーモジュール（３０４）は、ある時間の１つのインスタンス
おける前記重心の位置に対して、ある時間の別のインスタンスにおける前記重心の位置の
変化を表す信号を生成する。前記車両の重心の変化を決定するために以下の物を使用する
ことができる：例えば、スプリングに取り付けられた距離センサー、負荷センサー、傾角
計、ジャイロスコープ、ウィスカ（ｗｈｉｓｋｅｒｓ）、及び／又は角速度センサー。ま
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た、他のセンサーも使用可能である（例えば、光学的センサー及び／又は磁気センサー）
であり、従って、これらも本発明の範囲内である。
【００６６】
　前記制御部（３０２）は、制御アルゴリズムを備え、前記摺動位置（前記プラットフォ
ーム部に対する支持部）に基づいて、前記左側の動力化された駆動部（３０６）及び／又
は右側の動力化された駆動部（３０８）が与えるべきトルクの量を決定する。前記制御ア
ルゴリズムは、前記車両の現在の稼働モードを基礎として、例えば、前記車両の設計中、
又はリアルタイムで設計することができる。そして、前記車両が経験する条件、並びにヒ
ト被験者の嗜好を操作する。
【００６７】
　限定するものではないが、一例として、前記制御アルゴリズムは以下の形態をとること
ができる：
　トルクコマンド　＝　Ｋ・（Ｃ＋Ｏ）　式２
　ここで、Ｋはゲイン、Ｃは前記車両の重心の位置を定義するベクトル、Ｏはオフセット
である。前記重心の位置Ｃは、前記摺動の所望の位置（前記プラットフォーム部に対する
支持部）から前記摺動の感知位置引いた値として定義されるエラー項の形態であってもよ
い。前記摺動位置を変化させることは、前記ＣＧの位置に影響を及ぼすために使用する方
法となり得る。前記摺動の所望の位置は、例えば、前記制御アルゴリズムにおけるあらか
じめ決められた定数であってもよい。或いは、前記車両内のヒト被験者は、ユーザー・イ
ンターフェースを介して前記摺動の位置を設定することができる。該実施形態において、
前記車両の出発時、及び前記車両の運動を許可する前に、前記センサーモジュールから受
け取った入力に基づいて、ヒト被験者は、前記摺動の所望の位置の決定を誘起する前記車
両上のスイッチを活性化することができる。これにより、前記ヒト被験者は、前記摺動に
関する既知の初期位置を得ることが可能となる。そして、ここから、前記ヒト被験者は、
前記摺動の位置における変化を引き起こす（前記ＣＧの位置の変化を引き起こす）ことが
できるように、逸れることができる。
【００６８】
　前記ゲインＫは、予め決められた定数であってもよく、又は前記ユーザー・インターフ
ェース（３１０）を通して前記ヒト被験者が入力若しくは調整してもよい。ゲインＫは、
最も一般的なものとしては、前記ゲイン及び前記摺動変位ベクトルの位置のスカラー産物
として決定されるトルクに関するベクトルである。前記摺動の位置の変動に対する前記車
両の応答性は、Ｋによって支配され得る。例えば、前記摺動の位置における小さな変化が
巨大なトルクコマンドを発生させる結果となるという点において、ベクトルＫの少なくと
も１つの要素の大きさを大きくすることにより、ヒト被験者に更に堅い応答を知覚させる
。
【００６９】
　オフセットＯは、前記制御アルゴリズム内に組み込むことができ、Ｃの直接的な効果に
加えて、又はその効果とは別にのいずれかで、前記左側の動力化された駆動部（３０６）
及び右側の動力化された駆動部（３０８）に適用される前記トルクを支配する。従って、
例えば、前記ヒト被験者は、ユーザー・インターフェース（３１０）を用いて入力（例え
ば、図１の入力（１０６））を提供することができる。前記入力は、例えば、前記摺動の
位置における変化に対して均等に前記制御部（３０２）で処理される。
【００７０】
　一実施形態において、前記左側の動力化された駆動部（３０６）に関して望まれるトル
クと、前記右側の動力化された駆動部（３０８）に関して望まれるトルクを別々に計算す
ることにより、ステアリングを達成することができる。更に言えば、制御技術分野におい
ては当業者にとって公知ではあるが、前記左側の車輪運動、及び前記右側の車輪運動の両
方を追跡することにより調整を行うことを可能にし、望ましくない前記車両のターンを防
止し、そして、前記左側の動力化された駆動部（３０６）及び前記右側の動力化された駆
動部（３０８）の間の性能を変化させることができる。
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【００７１】
　一実施形態において、少なくとも２つの横並びに配置された接地部（例えば、左右の車
輪）があれば、例えば、左右の接地部について別々のモーターを備えることにより、ステ
アリングは達成できる。前記左側のモーターに関して望まれるトルクと、前記右側のモー
ターで望まれるトルクとを別々に計算することができる。更に言えば、制御技術分野にお
いては当業者にとって公知ではあるが、前記左側の接地部の運動、及び前記右側の接地部
の運動の両方を、前記接地部回動センサー（３１２）を用いて追跡することにより、調整
を行うことができ、望ましくない前記車両のターンを防止し、そして、前記２つのモータ
ー間の性能を変化させることができる。幾つかの実施形態において、車両のスピードがよ
り低いときには、ステアリングの感度をより高く調整し、車両のスピードがより高いとき
には、ステアリングの感度をより低く調整し、例えば高速でのステアリングを容易にする
。
【００７２】
　幾つかの実施形態において、前記制御システム（３００）は前記車両のスピードを制限
する。前記スピード制限は、例えば、前記車両の稼動モード、又は前記ヒト被験者からの
入力に関連した最大スピードに基づいて設定することができる。
【００７３】
　一実施形態において、前記制御システム（３００）は、スピード制限アルゴリズムを備
え、前記車両の傾きを制御することにより、前記車両のスピードを制御する。前記制御部
（３０２）は、前記重心の位置を移動させる前記車両の傾きを変化させる。前記重心の位
置における変化により、前記重心がどの方向に移動するかに依存して、前記車両を加速さ
せたり、又は減速させたりする。前記スピード制限アルゴリズムは、前記制御部（３０２
）に対して、所望の傾き角度
【数１９】

に調整することにより、前記車両の速度を制限させる。前記システム（３００）の傾き制
御ループは、前記システム（３００）を制御して、前記所望の傾き角度

【数２０】

を達成する。
【００７４】
　前記所望の傾き角度θDの調整は、以下の関係式に基づいて決定される：
【数２１】

ここで、
【数２２】

は、現時点で最大限許容される前記車両のスピードである。
【数２３】

は前記車両のスピードである。
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Ｋ２は、前記車両のスピード制限と、前記車両の実際のスピードとの差に比例するゲイン
である。
Ｋ３は、前記積分速度誤差（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｓｐｅｅｄ　Ｅｒｒｏｒ）に関する
ゲインであり、前記車両のスピード制限と、前記車両の実際のスピードとの差を積分した
ものである。
Ｋ４は、前記車両の加速に関するゲインである。
Ｋ１は、前記全体の計算された所望の傾きに関するゲインであり、例えば、前記車両の重
心の位置の関数であってもよい。
そして、θD前記所望の傾き角度である。前記前方への速度制限を超過した際には、式３
中の項Ａ、Ｂ、及びＣの累積的な効果により、前記車両について後方へ傾け減速方向へ向
かわせる。前記所望の傾き角度の値、θDは、前記制御システム（３００）において変化
し、前記車両のスピードを制御する。
【００７５】
　一実施形態において、前記所望の傾き角度θDは、一定の値を維持する（例えば、前記
車両は、地面に対して水平を維持する）。予め定義した最大スピード制限に到達した際に
は、前記所望の傾き角度θDを設定することにより、前記制御システム（３００）は、前
記車両を減速するための値に応答し、前記車両が前記最大スピード制限を超過することを
防止する。これにより、前記制御システム（３００）の効果、即ち、前記車両に対して、
前記車両のスピードを減速させる後方への傾きをさせるコマンドを送る効果が得られる。
【００７６】
　幾つかの実施形態において、前記制御システム（３００）は、前記ヒト被験者に前記車
両を減速させるコマンドを送らせるように設計される。前記ヒト被験者が前記重心の位置
を後方にシフトさせることを前記制御システム（３００）が決定した場合には、前記制御
部は、前記ゲインＫ１の値を減らす。前記ゲインＫ１の値を減らすことにより、前記制御
システム（３００）における前記傾き角度条件（例えば、式３の支配を受ける）は、脱強
調化（ｄｅ－ｅｍｐｈａｓｉｚｅｄ）される。前記制御システム（３００）が前記傾き角
度条件を脱強調化させるため、前記制御システム（３００）は、前記ヒト被験者がいない
ときに前記車両を減速させるコマンドを出力する程度には、前記車両を後方に傾けるよう
にコマンドを出さない。
【００７７】
　図４は本発明の例示的な実施形態に従った制御部（４００）のブロック図であり、該制
御部は、車両（例えば、図１の車両（１００））の前記操作を制御するためのものである
。搭乗者（４０２）の、又は制御部（４０４）の（例えば、自律性の）入力コマンド、地
形、荷重、風による負荷、及びシステム能力に対する動的な車両の応答は、複数のネスト
、及び共同の閉鎖ループシステム制御部によって管理することができる。前記傾き制御部
（４０６）は前記車両の動的安定性を管理する。前記傾き制御部（４０６）は、様々な情
報源からフィードバックデータを受け取ることができる。例えば、前記傾き状態評価部（
ＰＳＥ）（４１０）からの傾き及び傾き速度（４０８）、及びスライドマウントストリン
グ（ｓｌｉｄｅ－ｍｏｕｎｔｅｄ　ｓｔｒｉｎｇ）ポテンショメータ（４１４）からの摺
動位置（４１２）が挙げられる（または、他の適切なセンサーであって、位置の測定値、
例えば、前記連結構造部の前記プラットフォーム部に対する前記連結構造部の前記支持部
の位置を提供するセンサー）。前記傾き制御部（４１６）は、車輪モータースピードコマ
ンド（４１８）を出力し、前記車両のシャシー（例えば、支持体）の水平を維持すること
ができる。
【００７８】
　前記車両のヨー制御部（４６６）は、入力として、ステアリングコマンドを前記ＨＭＩ
（４０２）（又は前記制御部（４０４））から受け取ることができ、前記ステアリングコ
マンド（４２０）を前記車輪モーター駆動部（４２４）からの前記車輪スピード（４２２
）と比較して、前記車両のステアリング及びターンに必要となる車輪モータースピードコ
マンドの成分（４２６）を生み出す。前記車輪モータースピードコマンド（４３８）は、
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前記車両の推進に関するコマンド成分、及び前記車両のステアリングに関するコマンド成
分を含むことができる。幾つかの実施形態において、前記ステアリングコマンドの成分（
４２６）には、一方のの車輪に関する前記推進コマンド成分（４１８）（前記傾き制御部
（４０６）からの）が追加されたり、他方の車輪に関する前記推進成分（４１８）から引
かれたりする。
【００７９】
　前記車両の速度制御部（４２８）は、入力として、車両のスピードコマンド（４３０）
を前記ＨＭＩ（４０２）（又は前記制御部（４０４））から受け取ることができ、該コマ
ンドは、必要な場合には、前記車両のスピードリミッタ（４３２）によって制限される。
前記車両の速度制御部（４２８）は、摺動位置コマンド（４３４）を作成することができ
、前記ＣＧの位置に影響する前記摺動の位置を調整する。従って、前記車輪が下表面に適
用されるトルクを調整して、前記車両の加速及びスピードを調整する。前記車両の速度制
御部（４２８）は、前記車輪（４２２）及び前記摺動（４３６）のモーター駆動部の両方
からの速度フィードバックを受け取ることができる。
【００８０】
　車輪スピードコマンド成分（４１８及び４２６）は、前記傾き（４０６）及びヨー（４
４６）の制御部からの出力であってもよく、並びに、組み合せて全体のモータースピード
コマンド（４３８）を生成してもよく、該コマンドは、前記車両が前記車両の平衡をとり
、ステアリングを行い、及び駆動させるために使用することができる。結果としての前記
車輪スピードコマンド（４３８）は、車輪モーター駆動部（４２４）に送ることができ、
該駆動部では、前記車輪モーター（４４２）のスピードを制御することができる。前記車
輪モーター駆動部（４２４）を、デジタル的に制御することができ、サインモジュレーシ
ョン（ｓｉｎｅ　ｍｏｄｕｌａｔｅｄ）を行うことができ、永久磁石のモーター駆動部で
あってもよい。
【００８１】
　摺動位置コマンド（４３４）は、前記車両の速度制御部（４２８）からの出力であって
もよく、該コマンドは、前記推進力リミッター（４４４）によって制限してもよく、摺動
位置制御部（４４６）に入力することができる。前記摺動位置制御部（４４６）は前記摺
動位置コマンド（４３４）を前記ストリングポテンショメータからの実際の摺動位置（４
１２）と比較し、摺動モータースピードコマンド（４４８）を出力する。前記モータース
ピードコマンド（４４８）は、摺動作動装置モーター駆動部（４５０）へ入力することが
でき、該駆動部は、前記摺動のモーター（４６８）スピードを制御することができる。
【００８２】
　前記車両の車輪モーター駆動部（４２４）内部では、モーター電流ループを制御するた
めのモータースピードループがあってもよい。該電流ループは、パワーブリッジ（ｐｏｗ
ｅｒ　ｂｒｉｄｇｅ）のデューティ比を制御することができる。そして、該パワーブリッ
ジでは、前記車両の車輪モーター（４４２）に対して、３相の変化する電圧を出力するこ
とができる。前記車両の車輪のモーター位置（４５８）は、整流及び前記スピードループ
の閉鎖のためのモーターシャフトエンコーダー（４６０）から、前記車輪モーター駆動部
（４２４）へフィードバックすることができる。前記スピード制御部は、比例値であるゲ
インを用いて設計することができる。従って、安定状態のスピードエラーは負荷の下で発
達することができる。安定状態のスピードエラーの存在により、もし実装されれば、冗長
なモーターによって伝達される負荷を、合理的に非常にバランスのとれた態様で共有する
ことを確実なものにするのを補助することができる。各車輪のモーター駆動部（４２４）
における電流リミッタにより、短期間でのピークのトルク能力、及び無限の操作期間の間
の連続的なトルク能力を許容しながら、前記モーター駆動部（４２４）及びこれらのモー
ター（４４２）がオーバーヒートすることから保護することができる。
【００８３】
　前記推進システムの要求された作用力をどれだけ制限するかを知るために、前記車輪モ
ーター電流能力を評価することができる。前記モーター電流能力は、前記現時点でのモー
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タースピード、電流及び電流制限（これらについては前記車輪モーター駆動部（４２４）
からフィードバックすることができる）、前記評価されたバッテリー抵抗、並びに前記バ
ッテリー状態評価部（ＢＳＥ）（４５２）からの開回路電圧を知ることにより評価するこ
とができる。従って、前記ＢＳＥ（４５２）は、前記バッテリー（４５６）からフィード
バックされる電流及び端子電圧を使用することができ、バッテリー電流変化に応じて前記
バッテリー電圧がどれだけ変化するかを監視することによって、前記バッテリー抵抗を評
価することができる。前記ＢＳＥ（４５２）は、実際のバッテリー電流、及び端子電圧、
及び評価された前記バッテリーの抵抗から前記開回路バッテリー電圧（負荷がかかってい
ない電圧）を評価することができる。バッテリー状態評価部に関する機構及び方法につい
ては、本明細書に記載する。
【００８４】
　前記ＢＳＥ（４５２）からの前記バッテリー状態の評価、並びに前記モーター電流、並
びに電流制限、並びに前記車輪モーター駆動部（４２４）からのスピードフィードバック
を入力として用いることにより、前記モーター電流能力評価部（ＣＣＥ）（４５４）は、
前記車両の推進システムが任意の時間のポイントで発生させることができる前記モーター
電流を評価することができる。電流能力評価部（ＣＣＥ）に関する機構及び方法について
は、本明細書に記載する。前記電流能力は、前記推進力リミッター（４４４）に渡すこと
ができ、該リミッターは、前記システムの前記コマンド電流及び前記電流能力の間の差を
維持するために、前記摺動位置を制限することができる。従って、平衡及びステアリング
能力を維持することができる。前記車両のモーター駆動部（４２４）は、ピークと連続的
な制限との間の前記車両のモーター電流を調整するための電流制限アルゴリズムを備える
ことができる。前記制限は、前記モーター（４４２）及び前記駆動部（４２４）の両方を
保護するために選択される。前記コマンド送信された電流、又はターゲット電流が駆動部
の連続的制限を超える場合にはいつでも、前記駆動部の強制的制限は、前記駆動部の連続
的制限を無効にすることができる。前記モーターのターゲット電流が前記連続的制限を下
回って降下した場合には、前記強制的制限は、前記ピーク制限まで、有効化することがで
きる。前記強制された制限は、前記駆動部（４２４）から前記ＣＣＥ（４５４）へフィー
ドバックすることができる。
【００８５】
　前記車両のスピードリミッタ（４３２）は、前記システムの最高スピード制限を設定す
ることができ、前記車両のセーフティカーネル（４６２）によって要求することができる
減速応答を実施することができる。従って、前記スピードリミッタ（４３２）は、スピー
ド制限値（４６４）を前記車両の速度制御部（４２８）に渡すことができ、該制御部では
、それを強制する。減速応答が必要とされる旨の決定を前記セーフティカーネル（４６２
）が行うと、前記スピードリミッタ（４３２）からの減速応答を要求することができる。
前記スピードリミッタ（４３２）は、前記減速応答の為に使用することができる時間変動
スピード制限を計算することができる。そして、前記時間変動スピード値を前記速度制御
部（４２８）に渡すことができる。
【００８６】
　前記セーフティカーネル（４６２）が発行することができる危険及び故障（４６６）に
対する幾つかの応答が存在し、該応答により、前記スピード制限を結果的に変化させるこ
とができる。例えば、制限スピード応答、ゼロスピード応答、全システム・セーフティ・
シャットダウン、及び半システム・セーフティ・シャットダウン（冗長なシステムに関し
て）が挙げられる。これらの応答は全て前記システムを減速させるという事実において類
似している；そして、これらの応答が制限する値、及びこれらの応答が前記システムの減
速に及ぼす速度において異なる。更に言えば、セーフティ・シャットダウン応答は、一旦
、前記システムがゼロスピードに到達したときの着地コマンド（静的安定状態への変化）
及び電源オフ（ｐｏｗｅｒ　ｄｏｗｎ）コマンドと連動することができる。
【００８７】
　前記車両の制限スピード応答は、一時的なコンディションの下で（例えば、慣性測定ユ
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ニット（ＩＭＵ）（４７０）が「ふらつき状態（ｄｉｚｚｙ）」である場合に）発行する
ことができる。一旦、前記一時的なコンディションが解消した場合（例えば、素早くター
ンすることはもはやない）、前記スピードに関する制限値は、徐々に上げることができる
。例えば、前記制限スピード応答を引き起こす前記コンディションが持続した場合には、
前記ゼロスピード応答を発行することができる。そして、前記システムは、前記スピード
制限をかなり急速にゼロに設定することができる。
【００８８】
　前記システムが停止して電源オフ状態になることを必要とする障害に遭遇したときには
、前記セーフティ・シャットダウン応答を発行することができる。セーフティ・シャット
ダウンにより前記システムはゼロスピードとなる。前記システムをゼロスピードにするた
めの速度は、セーフティ・シャットダウンの種類とともに変化する。前記全システムが利
用可能である場合、前記システムは、前記最大可能速度で減速して、障害中の前記システ
ムの持続時間を最小限にすることができる。前記半システムの場合における冗長なシステ
ムに関しては、前記減速の速度は、半分にしてもよい。なぜならば、前記システムは半分
の能力だけを有しており、最大全システムの速度で減速させようとすれば、前記半システ
ムの能力が飽和する可能性を増加させる可能性があるからである。前記スピードリミッタ
（４３２）は、いつそのタスクを達成したかについて前記セーフティカーネル（４６２）
に知らせることができる。しかし、時として、例えば、着地コマンド及び電源オフコマン
ドを発行する前に、前記システム動力が落ち着くことを保証するために、前記フィードバ
ックを遅延させることができる。
【００８９】
　前記傾き制御部（４０６）は、評価されたフィードバックデータを傾き及び傾き速度（
４０８）に関して使用することができる。生の角速度と、及び前記ＩＭＵ（４７０）から
の加速度計データとから、前記傾き状態評価部（Ｐｉｔｃｈ　Ｓｔａｔｅ　Ｅｓｔｉｍａ
ｔｏｒ）（ＰＳＥ）（４１０）においてこれらの評価を計算することができる。
【００９０】
　前記傾き制御部（４０６）は、閉鎖ループ制御部であってもよく、主要な平衡機能であ
ってもよい。前記傾き制御部（４０６）は、重力に対する前記車両の所望の且つ測定され
た傾き方向に関する情報を入力としてもつ。そして、前記作動装置のためのコマンドを生
成して、安定化させるための力を提供することができる。傾きの軸において安定である間
は、こうした力は、前記車両の一般的な車頭／車尾運動のための推進力を同時に提供する
。前記傾き制御部（４０６）の出力（４１８）は、全体の推進コマンド成分であり、別の
モジュールにおいては、他の成分に追加してもよい。
【００９１】
　前記傾き制御部（４０６）は４つの項を含むことができ、これらの合計は、前記傾き・
コマンドを構成する。第一項は、前記所望の傾きと測定された／評価された傾きとの差に
適用されるゲイン（「誤差」としても知られている）であってもよい。前記ゲイン及び前
記誤差（エラー）の産物は、一般的には、「比例項」と呼ばれてもいる。前記平衡車両に
適用する場合、前記比例項は、前記車両傾き又は「傾き」の方向において、前記車両を駆
動させる。前記直線摺動作動装置によって表される更なる自由度は、前記傾き制御部の第
一項において補正を必要としてもよい。傾きオフセットは、前記摺動位置の関数として適
用することができる。前記傾きオフセット項は、現在の摺動位置を経験的に生じたゲイン
を乗じることによって、所望の傾きを相殺する。突出した負荷に対する距離の大きさが増
えたときに、前記車輪作動装置に対する上昇したトルク要求を補正するためにこうした事
を行うことができる。突出した負荷に対する距離は、ニュートラルな平衡点からの（摺動
移動（ｓｌｉｄｅ　ｔｒａｖｅｌ）の中心からではなく）前記車頭／車尾距離として、計
算することができる。第二項は、前記傾き速度データに適用されるゲインであってもよい
。該項は、一般的には、「速度項」と呼ばれてもいる。速度項は、傾き運動と対立し、従
って、方向の変化について抵抗することができる。前記制御部を弱める源となることがで
きる。
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【００９２】
　第三項は、スピード又は電圧を制御するモーター駆動部に関するものとなることができ
る。該項は、前記左右の車輪モーターの平均スピードに基づく「フィード・フォアワード
項」となることができる。スピード増加として増大する傾き誤差に関する必要性を減らす
ように、該項は、所与の車両スピードに関する幾つかの安定した状態のコマンドを提供す
るために使用することができる。モーター電流に直接コマンドを送るときには、前記傾き
制御部は該項を必要としなくともよい。第四項は、摺動運動補正に関するものとなること
ができる。前記摺動運動が生じると、該項は、妨害力（ｄｉｓｔｕｒｂａｎｃｅ　ｆｏｒ
ｃｅ）を前記システムに対して授ける。該項は、摺動運動に基づく「フィード・フォアワ
ード項」であってもよい。前記車両の連結構造部のプラットフォーム部に対する前記車両
の連結構造部の支持部間の相対運動がある場合には、前記項を、あるダンピングを提供す
るために用いることができる。前記プラットフォーム部に対する前記支持部間の任意の相
対運動によって前記傾き・ループが励起されたとき、該項は、追加のダンピング機能を実
行することができる。
【００９３】
スピード制御
　図５は、本発明の例示的な実施形態に従った車両速度を制御するための方法のフローチ
ャートである。一実施形態において、前記方法は、速度制御部を用いて実施することがで
きる（図１の車両（１００）のスピードの操作を制御するために使用される図４の前記車
両速度制御部（４２８）を参照）。前記速度制御部は、閉鎖ループ制御部であり、該制御
部は、前記車両の車頭／車尾運動を制御する。該制御部は、こうした制御を達成する際に
は、前記摺動制御部（４４６）と、前記傾き制御部（４０６）との制御の組合せ効果を介
して達成される。前記速度制御部（４２８）は、該摺動位置制御部が行う前記摺動に関す
る所望の位置を計算する。前記結果としての前記重心の位置（ＣＧ）のシフトは、傾き誤
差を生じさせることによって運動を次第に誘導することができ、従って、前記傾き制御部
が車輪運動を駆動させる。
【００９４】
　前記速度制御部（４２８）は高度な制御部であってもよく、より低レベルの制御部を直
接に（摺動）及び間接的に（傾き）用いてプラントを制御することができる。前記速度制
御部の出力は、前記摺動制御部に与えられる所望の摺動位置であってもよい。前記筐体（
１０２）、支持体（１０４）、及び前記連結構造部（１７２）の支持部（１７２ａ）の位
置や、並びに前記車輪（１１０）に対するバッテリー質量を特定することにより、前記速
度制御部（４２８）は、前記傾き・ループにおけるコマンドを誘導することができる。そ
して、該ループでは、次第に車両の加速を誘起することができ、前記速度制御部は目的を
達成するために使用することができる。
【００９５】
　前記速度ループのターゲットは、２つのソース、即ち前記マニュアル制御（４０２）又
は前記制御部（４０４）のうち１つから計算することができる。前記ループが閉じていて
、前記システムの稼働上の目標を達成する間（その場でスイッチングするモードを含めて
）、前記速度制御部（４２８）はこれら２つのソースの間をスイッチングすることができ
る。前記速度制御部（４２８）は、比例項及び積分項を有することができる。前記積分項
は、幾つかの理由により重要となる可能性がある。該項は、外的障害（例えば、風）の存
在下で、平坦な地面上で傾いた表面で、ステーションを維持する能力を前記システムに与
えることができる。そして、ターゲットを効果的に達成するために機能するスピード範囲
にわたって起こるシステム損失における変化を補正する。
【００９６】
　前記速度制御部（４２８）フィードバックは、車輪速度（４２２）及び摺動速度（４３
６）の組み合わせである。これは、前記速度ループの安定性の為に重要となりうる。前記
システムが停止して、前記速度制御部（４２８）が現時点の車輪スピードの全ての平均だ
けをフィードバックとして用いる仮定の場合を考慮されたい。前方へのスピードが望まれ
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る場合には、前記摺動は前方に移動するものとなることができる。前記摺動が前方へ移動
するものであると、前記車輪を後方へ回転させることができる前記シャシーに対して反力
がある。この後方への回転は、前記速度誤差を増加させることができ、前記摺動を更に前
方に押し出すことができる。そして、後方への回転を次第に増加させることができ、正の
フィードバックを作成すること等をできる。前記車両速度を現在の車輪の平均と摺動スピ
ードの合計とすることにより、この望ましくない応答は改善される。なぜならば、前記車
輪が後方へ移動すると、前記摺動は前方へ移動することができ、そのことにより前記効果
をキャンセルさせる傾向を有することができるからである。
【００９７】
　前記操作のリバースモードは、前記前方／後方状態に基づいて速度目標に対する制限を
設定することによって、実施することができる。前記リバースモードにおいて、幾つかの
小さなスピード制限を許容することができ（例えば、３ｍｐｈ未満）、フォアワードモー
ドにおいて、後方運動は許容されない。前記フォアワード運動コマンドは両方のモードに
おいて許容できる：フォアワードモードは、リバース運動阻害モードとして考えられるか
らである。システム動的データ及びモード入力スイッチ（例えば、ユーザー又は自律性制
御部によって制御可能）によってモード間の変化を制御することができる。一実施形態に
おいて、フォアワードモードにおいてリバースモードを可能にするために、前記基準は以
下の通りとなることができる：前記システムスピードは低くなければならない、前記速度
ターゲットは低くなければならない、及び前記フォアワード／リバースモードボタンを押
さなければならない。前記リクエストはラッチすることができない。リバースモードにお
いてフォアワードモードを可能にするために、リバースモードに入るための同じ基準でモ
ードをトグルすることができ、前記システムがゼロスピードの場合、スロットル入力を前
方に押し出すことができる。
【００９８】
　図５を参照すると、前記車両のスピードを制御するための例示的な方法は、前記連結組
立体のプラットフォーム部の位置に対する前記連結構造部の支持部の位置決定するステッ
プを含む（ステップ５０４）。また、前記方法は、前記少なくとも１つの車輪が下表面に
適用するトルクを制御するステップも含み、該ステップは、前記プラットフォームを水平
、又は他の幾つかの所望の方向（例えば、水平に近い所望の変動範囲）に維持しながら、
前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変動させるコマンドを前記連結構造
部に送ることによるものである（ステップ５０８）。幾つかの実施形態において、前記摺
動位置制御部（例えば、図４の制御部（４４６））は、前記連結構造部の前記プラットフ
ォーム部に対する特定の位置に対する前記連結構造部の前記支持部の動きを特定する。そ
れにより、動的平衡制御部においてコマンドを生成する前記車両において傾きモーメント
を生成させる。そして、これにより、前記車輪モーター駆動部（４２４）にある動作を起
こさせる。そのある動作とは、前記車輪が前記下表面に対してトルクを適用し、前記車両
に関する所望のスピードを達成する動作である。幾つかの実施形態において、前記特定の
位置は、前記車両の稼働モードに依存して変動することができる。例えば、前記車両の稼
働モードがフォアワードモードであるとき、前記システムは、前記位置を制御又は制限す
ることによって、前記車両のスピードを上げたり、又は下げたりすることができる速度を
制限することができる。更に言えば、リバースモードでは、車両スピードに対して別の制
限を課すこともでき、該制限には、いかなる運動も完全に禁止することも含まれる。ゼロ
スピード、ステーション維持行動（ｓｔａｔｉｏｎ－ｋｅｅｐｉｎｇ　ｂｅｈａｖｉｏｒ
ｓ）は、前記摺動位置を自動的に調整することにより達成することができる；こうした調
整は、前記車両重心におけるシフトのみならず、外部の障害（例えば、風又は勾配）の存
在下で行う事ができる。
【００９９】
　また、前記方法は以下のステップを含む：ユーザー又は制御部から車両スピードコマン
ド値を受け取るステップ（ステップ５１２）、及び前記プラットフォーム部に対する前記
支持部の位置を変化させて、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前記トル
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クを制御し、前記車両スピードコマンド値を達成するステップ。また、前記方法は以下の
ステップを含む：前記少なくとも１つの車輪からのスピードフィードバック信号、連結構
造部スピード、又はその両方を受け取り、前記連結構造部にコマンドを送信して、前記プ
ラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１つの車輪が前
記下表面に適用する前記トルクを制御し、前記車両のスピードを制御するステップ（ステ
ップ５１６）。
【０１００】
　幾つかの実施形態において、前記車両制御部は、スピードリミッタ・モジュール（例え
ば、図４のスピードリミッタ（４３２））を備え、該制御部は、以下の動作を行うために
設計される：該動作とは、スピード・コマンド信号のサイズ（図４の４３０）に行わせる
動作であり；、該サイズに行わせる動作とは、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に
適用する前記トルクに行わせる動作であり；、該トルクに行わせる動作とは、前記プラッ
トフォーム部に対する前記支持部の位置を所定時間にわたって変化させることに応じて、
前記車両のスピードを所定時間強制することである。例えば、最大スピード制限は、前記
最大スピードに達したときに、前記摺動位置を変更又は制限することにより強制すること
ができる。
【０１０１】
推進力制限（Ｐｒｏｐｕｌｓｉｏｎ　Ｅｆｆｏｒｔ　Ｌｉｍｉｔｉｎｇ）
　車両推進システムの「推進能力」は、前記車両を駆動するのに必要な推進力が前記シス
テムの能力の範囲内であることを保証するために評価される。一実施形態において、前記
推進力リミッターは閉鎖ループ制御部であり、該制御部は、前記車両の運動を制御、制限
、又は変更することにより、前記推進システムが必要とする推進力量又はトルク量を制限
するという主要な機能を有する。縦方向の運動及びヨー運動の両方、従って、推進力を制
御することができ、傾き安定性の平衡に必要な推進能力マージンを維持する。こうした制
御は、推進駆動電流フィードバック及び推進電流能力評価の関数として、前記摺動位置、
前記ヨー加速、又はヨーレート、又は全てを直接制限又は変更することにより達成するこ
とができる。
【０１０２】
　前記推進力リミッターは、最大駆動電流、及び前記最小の計算された電流能力評価フィ
ードバックデータを用いることができる。電流能力評価（ｃｕｒｒｅｎｔ　ｃａｐａｂｉ
ｌｉｔｙ　ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ、ＣＣＥ）のための方法及び機構について、本明細書に
記載する。前記最大駆動電流（ｍａｘｉｍｕｍ　ｄｒｉｖｅ　ｃｕｒｒｅｎｔ、ＭＤＣ）
は、全ての車両推進駆動に関する最大瞬間電流の大きさとして解釈することができる。前
記電流能力評価（ＣＣＥ）は、前記車両の両側からの計算された評価の間の最小値として
とらえることができ、そして、前記推進システムの現時点の電流制限と本質的には等しい
。前記ＣＣＥは、前記推進力リミッター制御部の前記比例項がアクティブである値を超え
る電流閾値を発生させるために使用することができる。前記閾値は、前記ＣＣＥと、電流
バンド（ｃｕｒｒｅｎｔ　ｂａｎｄ）の間の差として計算される。従って、前記電流閾値
は、前記ＣＣＥのレベルを下回る幾つかの一様なデルタであってもよい。幾つかの実施形
態において、前記電流バンドはスピードとともに変化し、前記モーターの無負荷スピード
に近づく更なる高いスピードで、更なるトルクマージンを提供する。
【０１０３】
　電気装置を備える車両において、該車両のトルク／スピード操作ドメインの再生象限（
ｒｅｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　ｑｕａｄｒａｎｔｓ）に対する前記モータリングの能力に関
する異なる制限が存在しうる。幾つかの実施形態において、前記推進力リミッターは、前
記再生象限に対するモータリングにおいて異なる振る舞いをし、前記各象限の前記性能強
制に従って各象限の性能を最大化する。例えば、前記モータリング象限における前記無負
荷スピードに近いときには、同一スピードでの再生象限における減速能力の量と比べると
、利用可能な加速能力は殆ど無い。全象限において同一の制限を用いる場合と比べると、
異なる象限において異なる振る舞いを有することにより、ブレーキ能力を保持することが
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できる。
【０１０４】
　一実施形態において、前記推進力リミッターは、２つの項を有する。第一項は、フィル
ターがかかったＭＤＣ及びゲインの派生したものの規模に関する産物であってもよい。前
記派生項の規模が増加すると、前記摺動制限及びヨーターゲット制限を引き下げることが
でき、そして、前記必要なＭＤＣを増加させる速度を下げることができる。これは、ダン
パーとして作用することができ、前記ＭＤＣが比例バンド（ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎａｌ　
ｂａｎｄ）に入ったときに安定した応答を可能にする。第二項は、前記電流閾値及び前記
ＭＤＣ及びゲイン間の差の産物であってもよい。該項は、前記ＭＤＣが前記電流閾値を下
回ったときにはゼロに戻る。このことは、前記ＣＣＥ及び前記電流閾値の間のバンド内に
前記ＭＤＣがある場合に、アクティブになるだけであることを意味している。バンドのサ
イズが小さくなると、前記車両性能を阻害することが少なくなる。しかし、それは、前記
項におけるゲインの上昇が原因となって、更に振動するようになる前記推進力リミッター
応答の硬直性（ｓｔｉｆｆｎｅｓｓ）を上昇させるコストにおいてである。該「比例バン
ド」のサイズは、ピークのマシンの性能と制御部の安定性のトレードオフのバランスにと
って重要なものと成りうる。幾つかの実施形態において、該バンドのサイズは、前記シス
テムの現時点でのスピードに依存して変化することができる。これにより、以下の点にお
ける改善が可能となる：前記システムが前記制限とかけ離れている場合の低スピードにお
ける加速性能；加速性能が重要とならない、より高スピードにおける平衡マージンの増加
；及び、制御部安定性のチューニングにおける更なる柔軟性。
【０１０５】
　前記推進力リミッターの出力は、前記２つの項、二重の制限された速度の合計から成っ
てもよい。こうした出力は、摺動位置及びヨーレート・ターゲットに関する前記システム
が課した絶対的限界から差し引きすることができる。前記二重の速度制限は、更なる高速
での低下、及び更なる低速での増加を、前記生成された制限が行うことを可能にすべく使
用することができる。従って、前記制御部は、前記制限を急速に下げることができ、元へ
の回復を更にゆっくりと行うことを可能にする。これにより、前記硬直性を挙げることが
可能となり、従って、振動の振る舞いの発生を減少させながら、前記推進力リミッターの
応答時間を減らすことが可能となる。前記摺動推進力制限は、平衡操作の間のみ課すこと
ができる。その結果、着地及び発進の間の一時的な場合には、前記摺動制限を引き下げる
ことはせず、推進駆動に関する推進制限が重要なものとなっていないこれらの状態におけ
る振る舞いに影響を及ぼさない。前記速度制御部によって生成された所望の摺動位置が、
前記推進力リミッターにおいて生成され且つ減少した限界よりも小さい場合、フラグを送
って、前記速度制御部における積分器を現時点での値で飽和させることができる。こうし
たことは、前記摺動位置が制限されている間、積分器が終了させることを回避するために
行うことができる。
【０１０６】
　前記ヨーレート（縦方向及び横方向の両方に対する車両の垂直軸に関してターニングさ
せる速度）を使用して、前記推進力リミッターへのフィード・フォアワード項を生成する
ことができ、該リミッターは、縦方向の（車頭／車尾）の加速を制限して、ヨー又は方向
の制御を保持する。高いヨーレートと組み合せた高い縦方向の加速により、巨大なヨーモ
ーメントが発生する可能性があり、該モーメントは、前記推進モーターによって指示しな
ければならない。平衡機能を保存するために、縦方向及びヨー推進力の合計は、前記推進
システムの制限以下に維持しなければならない。一実施形態において、ヨー推進力が高い
場合には、縦方向の推進力を減らすことができ、平衡及びステアリング能力が縦方向の加
速性能及び減速性能を上回る状態を保持する。他の実施形態では、バランスを維持してい
る間、ヨー推進力を制限又は減少させるために、縦方向の推進力を用いることができる。
【０１０７】
　図６は、動的平衡車両（例えば、図４の前記制御部（４００）を用いた図１の前記車両
（１００））に関する平衡マージンを維持することを目的とする推進力制限のための方法
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のフローチャートである。前記方法は、前記車両に関する現在稼動している車輪トルクを
決定するステップ（６０４）、及び前記車両の現在の車輪トルク能力を決定するステップ
（６０８）を含み、本明細書中で説明する（例えば、モーター電流能力評価という題のセ
クション）。
【０１０８】
　また、前記方法は、以下のステップ（６１２）を含むことができる：前記連結構造部（
例えば、図１の連結構造部（１７２））を制御し（即ち、前記推進力リミッター（４４４
）を可能化し）、現在稼動している車輪トルク及び現在の車輪トルク能力に基づいて、前
記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を（前記摺動作動装置（４５０）を用い
て）制御し、前記車両の平衡に必要な推進能力マージンを維持する。また、前記方法は、
例えば、前記車両が動的平衡を維持する旨の要求を受け取ったユーザーによる入力（図４
の入力（４０２））に基づいて、前記車両のスピードを制御するステップ（６１６）を含
む。
【０１０９】
　幾つかの実施形態において、前記方法は、前記連結構造部に対して、前記車両の平衡を
維持する位置を命じるコマンドを送信することのみを可能にするステップ（６２０）を含
む。例示的な意味で、図４の前記制御部（４００）を以下のように設計することができる
：即ち、前記連結構造部の前記プラットフォーム部に対する特定の位置上に前記連結構造
部の前記支持部がなるためのコマンドを前記摺動位置制御部（４４６）が送信することを
前記推進力リミッター（４４４）が可能にするだけになるように設計することができる。
他の実施形態では、前記制御部は、前記車両の平衡を保持するために、減衰したり、前記
摺動位置を変更したりすることができる。
【０１１０】
ＣＧオフセット
　前記ＣＧ（重心）オフセットは、典型的には、前記プラットフォームが水平となる場所
で前記車両が平衡をとるのに必要となる所定の固定摺動ゼロ位置とは異なる物理的な位置
の測定又は評価である。前記ＣＧオフセットは、前記車両の使用の間、及び使用期間の両
方において、乗客及び積荷に依存して、変化する可能性がある。従って、スタートアップ
時及び操作中の両方において、これを測定することは重要な機能である。操作中の前記Ｃ
Ｇオフセット、及びその変化は、速度制御部、ピッチ制御部、及び推進力リミッター（例
えば、図４における速度制御部（４２８）、ピッチ制御部（４０６）、及び推進力リミッ
ター（４３２））の性能に影響を及ぼす可能性がある。決定されたＣＧオフセットを前記
速度制御部において用いることにより、前記積分項が必要とする規模を減らすことができ
、従って、様々な条件で積分器が飽和する可能性を減らすことができる。前記ピッチ制御
部において、前記摺動傾きオフセットに影響を及ぼすことができる；前記ＣＧオフセット
で摺動位置を中央にする（ｃｅｎｔｅｒｉｎｇ　ｓｌｉｄｅ　ｔｒａｖｅｌ）ことで、結
果的にゼロスピードにおいてマシンが水平となる。前記推進力リミッターにおいて、前記
ＣＧオフセットは、前記摺動位置を制限する際に重要な役割を果たすことができる。なぜ
ならば、前記推進力リミッターが前記摺動位置している間、該リミッターは、前記連結構
造部支持体のＣＧの配置を制御するように作用するからである。前記推進力リミッターに
おいて、前記ＣＧオフセットを考慮に入れず、そして、前記ＣＧの縦方向の位置の大きな
シフト（荷重シフトからのように）があった場合、マシンは、ドライブ飽和（ｄｒｉｖｅ
　ｓａｔｕｒａｔｉｏｎ）及びピッチ不安定性に対して脆弱となる可能性がある。
【０１１１】
　図７は、本発明の例示的な実施形態に従って、前記車両の重心の位置を（例えば、図４
の前記制御部（４００）を用いて）制御することにより、車両（例えば、図１の車両（１
００））の動的平衡をとるための例示的な方法のフローチャートである。前記方法は、前
記連結構造部のプラットフォーム部（例えば、プラットフォーム部（１７２ｂ））に対す
る前記連結構造部の支持部（例えば、支持部（１７２ａ））の位置を決定するステップ（
７０４）を含む。また、前記方法は、前記連結構造部のプラットフォーム部に対する前記
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連結構造部の支持部位置を制御して、前記車両が動的平衡をとっている間、車両の重心の
位置を移動させるステップ（７０８）を含む。
【０１１２】
　また、前記方法は、前記車両が、コマンド送信された下表面に対する静止位置にあり、
且つ前記支持体が少なくとも実質的に水平である間、前記車両の動的平衡をとるために、
前記プラットフォーム部に対する前記支持部を動かすステップ（７２８）を含む。例示的
な意味で、前記動かすステップ（７２８）は、前記車両が発進又は着地モードで稼動して
いるときに実行することができる。また、前記方法は、車両の重心の位置の変化に応じて
、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変更するステップ（７３２）を含
む。幾つかの実施形態において、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制
御するステップは、車両の車頭／車尾スピードコマンド（７１２）、ヨーレートコマンド
（７１６）、又はその両方を受け取る事に応じて、実行される。
【０１１３】
　幾つかの実施形態において、前記制御部は、車両の発進及び着地モードの間に位置を制
御する前記ステップを不能化する（７２４）。また、前記制御部は、位置を制御する前記
ステップを、前記発進モードから平衡モードへ前記車両が入った後で可能化するように設
計される。
【０１１４】
幾つかの実施形態において、前記システムが静止状態にあると考えられるときに、前記Ｃ
Ｇオフセットは、一定期間の前記組み合わされた摺動位置を平気することにより更新され
る。前記ＣＧオフセットの更新を誘起するための種々の基準が考えられる；これらのうち
の幾つか又は全てについて可能化することができる。例えば、１つの基準としては、一定
期間、速度及びヨーターゲット／コマンドが低いことがあげられる。これにより、その他
の基準をチェックしたり、前記平均化したりすることを開始する前に、前記システムは落
ち着いた状態になることが可能となる。また、これにより、前記車両は、他の誘起基準の
ための更に広い閾値を有することが可能となる。別の基準としては、前記車両が平衡のと
れた走行状態にあることが挙げられる。該基準により、発進又は着地の間に前記ＣＧオフ
セットが更新されることを回避し、ここで、マシンは著しく傾いており、従って、水平時
に実際のＣＧ位置が存在する可能性のある状態からは程遠い摺動位置にあることを必要と
する。
【０１１５】
　別の基準として、全モーター駆動部の現時点での最大推進駆動電流の大きさが低いこと
が挙げられる。該基準は、前記車両が勾配上にある場合に対処することを補助する。もし
、勾配上で更新がなされると、該項新は前記推進力リミッターに悪影響を及ぼす可能性が
ある。勾配上で静止している場合、前記モーター電流は低くない。勾配上で前記車両を停
止するためにはある推進力が必要とされ、前記停止力を発生させるために前記摺動で位置
移動することも必要とされる。前記ＣＧオフセットが更新されると、水平な地面上で必要
とされるものとは最終的に異なるであろう。別の基準として、前記摺動作動装置に関する
現時点の最大摺動駆動電流の大きさが低いことが挙げられる。キャビン（例えば、筐体、
支持体、及び前記連結構造部の支持部）が外的障害に遭遇したときに、前記推進駆動電流
は低くなる可能性があり、そして、スピードは遅くなる可能性があり、しかし、前記摺動
電流はより高く、そして、前記摺動位置エラーは有効であり、従って、前記ＣＧオフセッ
トにおけるエラーが生成される可能性がある。
【０１１６】
　別の基準として、前記キャビンの加速が低いことが挙げられる。前記摺動が完全に停止
状態になっておらず、しかし、前記ＣＧオフセットの更新のための境界内であるときには
、車輪のスピードを、キャビンの加速のインジケーターとして主に使用することにより、
前記ＣＧオフセットは、減速終了直後に更新することができる。低加速を必要とすること
により、こうした課題を回避することを補助できる。別の基準として、前記感知された摺
動速度が低いことが挙げられる。前記摺動が移動中であり、又はノイズの伴った速度信号
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があるときには、これにより、非ゼロ速度として表示され、前記ＣＧオフセットは、エラ
ーとなることができる。
【０１１７】
　別の基準として、前記車輪速度が低いことが挙げられる。運動に関連したロスを克服す
るために必要となる摺動位置により、静止状態では適用できないＣＧオフセットを結果的
には引き起こすことができる。別の基準として、前記ヨーレート（車輪スピードからの）
が低いことがあげられる。前記車両がヨーイングしているときに発生する摺動位置におけ
る小さな一時的な状態は、前記位置平均の中に連結される。別の基準は、前記リバースモ
ードが不能化されていることが挙げられる。前方から後方へ変化するときの残りの基準の
殆どに関しては、前記車両スピードはゼロを通過する。従って、リバースモードが可能化
されると、前記更新は不能化される。幾つかの実施形態において、これら静止状態（又は
、実質的に静止状態）の状態は、０．５秒保持することが必要であり、該期間は、平均摺
動位置を計算することができ、前記ＣＧオフセットを更新することができる期間である。
前記更新されたオフセットは、ローパスフィルターにかけることができ、前記更新された
ＣＧオフセットが前記制御部を導入される際の任意の一時的な障害を除外することができ
る。
【０１１８】
　前記マシンがスタンバイモードに入ったときには、前記ＣＧオフセットが更新されたと
きに示されるフラグは、ＦＡＬＳＥに設定することができる。これにより、前記マシンが
平衡モードに入る度に、前記ＣＧオフセットを更新することが可能となる。従って、前記
マシンが静的に安定した状態にあるときに任意の重量の変化が起こった場合（例えば、新
たな乗客を乗せたとき）、前記マシンは、前記平衡走行モードに入る際に、新たなＣＧオ
フセットを更新することができる。平衡モードに入ったときに、前記ＣＧオフセットが更
新されるまで、前記マシンは、運動コマンドをゼロに保つことができる。前記マシンが一
定時間内に更新しない場合には、前記摺動位置に関して、非常に長い平均値で前記更新を
強制する。これにより、もし前記更新が失敗したとしても（例えば、ある種のノイズの問
題、又は、風や勾配のようなある環境的な因子が原因となって）、前記ＣＧオフセットは
なおも更新することができることを保証する。ＣＧオフセット更新が、以前のもののある
範囲内である場合には、該更新は無視することができる。こうしたことを行うことができ
る理由としては、小さな更新は組み込む必要がないからであり、その理由は、前記システ
ム性能に有意に影響を及ぼすことがないからである。
【０１１９】
モーター電流能力評価
　推進システム性能は、必要に応じて減らすことができ、車両の電圧／スピードマージン
、又は「空き高（ｈｅａｄｒｏｏｍ）」を維持することができる。また、間接的に、該シ
ステム性能は、幾つかの車輪モーター電流又はトルクマージンを維持する。保持されるこ
とが望まれるのは本来はこのトルクマージンである。車輪モータートルクは、捻回推進力
として定義することができ、そして、推進力制限アルゴリズムの実装に成功していること
が理由となって、今や、性能監視は、推進力マージンを維持することに基づくことができ
る。車輪モーター電流は前記推進モーターにて推進力に変換するため、ここで、前記アプ
ローチは、バッテリーの状態に基づく、そして、モータースピードの関数としての前記モ
ーター電流能力を評価することである。もし、冗長性が採用されるのであれば、こうした
能力評価は、２つの冗長な前記推進システムの半分に対してそれぞれ適用することができ
る。このようにして、充分な推進力マージンを保持するための方法において用いることが
でき、両方の冗長な摺動走行を用いて（即ち、２つのモーター駆動部；各１つが前記車両
の車輪を備える）前記車両の平衡を維持し、又は、前記冗長な推進システムの片側がオフ
ラインになったとしても平衡を維持するために必要なマージンを保持する。
【０１２０】
　前記電流能力評価部（ＣＣＥ）は、開回路電圧及びＤＣ内部の抵抗に関する現時点での
バッテリー状態評価部（ＢＳＥ）の値を用いて、現時点でのスピードでの車輪モーター電
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前記モーター駆動部が課す前記電流制限は、該評価の中に含まれる。前記提供された能力
評価は、稼動しているスピードの全範囲にわたって、前記システムの実際の車輪モーター
電流能力と等しいか、幾分低くなっている。こうしたマージンは、平衡操作中に平衡能力
を保持することを保証するという点において、前記推進力リミッター機能にとって有用な
物となるようにチューニングすることができる。前記能力評価は、稼動しているスピード
の全範囲にわたって、前記システムの実際の電流能力と等しいか、又はそれ未満である。
従来技術のシステムで行っていたような電圧マージンに基づいてスピードを制限する必要
性を排除することができる。
【０１２１】
　図８Ａは、本発明の例示的な実施形態に従って、バッテリーにより電力供給される車両
に関するモーター電流能力を決定（測定）するための方法のフローチャートである。所与
の稼動スピードでＤＣバスが降下することができる電圧の評価が必要とされる。該電圧は
、反復法（ｉｔｅｒａｔｉｖｅ　ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ）を用いないで、正確に評価する
ことが困難となる可能性がある。なぜならば、前記モーター電流は、前記モーター駆動部
を通して、バッテリーの動力負荷に変換される。そして、動力は、前記バッテリー電圧を
低下させる。該低下は、前記バッテリー電流を上昇させる。該上昇は、前記バッテリー電
圧を更に降下させる。従って、ここで用いられる前記アプローチは、より高いモータース
ピードにおいて従来の評価を与えるという欠点を有した前記方法を簡潔なまま維持する。
従って、前記電圧は、前記バッテリー電流が、これまでの予想された最大のものという想
定を元に、従来どおり評価される。
【０１２２】
　前記方法は、操作中の車両バッテリーに関する所定の最大予想バッテリーバス電流（８
０４）、評価されたバッテリー開回路電圧（８０８）、及び評価されたバッテリー抵抗（
８１２）に基づいて、操作中の車両バッテリーに関する下降したバッテリー電圧を評価す
るステップ（ステップ８３６）を含む。
【０１２３】
　一実施形態において、前記下降したバッテリー電圧は以下の式に従い評価される：

【数２４】

｛ここで、
【数２５】

は、前記評価された下降バッテリー電圧であり、
【数２６】

は、評価されたバッテリー開回路電圧（測定されたものであり、例えば、図８Ａ及び８Ｂ
に関する）であり、

【数２７】

は、前記所定の最大予想バッテリーバス電流（測定されたものであり、例えば、図８Ａ及
び８Ｂに関する、又はシミュレーションを介したもの）、並びに
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は、前記評価されたバッテリー抵抗（測定されたものであり、例えば、図８Ａ及び８Ｂに
関する）である。
【０１２４】
　また、前記方法は、前記バッテリーにより電力供給される車両に関する前記モーター電
流能力を以下に基づいて評価するステップ（ステップ８４０）を含む：
　前記バッテリーにより電力供給される車両を駆動させるために使用されるモーター（８
１６）の稼働スピード、前記モーターの逆起電力定数（８２０）、前記モーター巻線の電
気抵抗（８２４）、前記下降したバッテリー電圧（ステップ８３６）、前記モーター巻線
の電気的なインダクタンス（８２８）、及び前記モーターに関する磁極ペア数（８３２）
。前記モーターの前記稼働スピード（８１６）は、典型的には測定されたパラメーターで
ある。前記モーター巻線の逆起電力定数（８２０）、前記モーター巻線の電気抵抗（８２
４）、前記モーター巻線の電気的なインダクタンス（８２８）、及び前記モーターに関す
る磁極ペア数（８３２）は、前記モーター製造業者によって通常提供される前記車両モー
ターに関する所定の仕様である。
【０１２５】
　一実施形態において、前記バッテリーにより電力供給される車両に関する前記モーター
電流能力は、以下の式に従い決定される：
【数２９】

｛ここで、
【数３０】

は、前記モーター電流能力であり、
【数３１】

は、前記モーターの稼動スピードであり、
【数３２】

は、前記モーター巻線の線間逆起電力定数であり、
【数３３】

は、前記モーター巻線の線間抵抗であり、
【数３４】

は、前記モーターに関する磁極ペア数であり、及び
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【数３５】

は、前記モーター巻線の線間インダクタンスである。
【０１２６】
　幾つかの実施形態において、また、前記方法は、前記モーター電流能力を制限するステ
ップを含み、該能力は、前記バッテリーにより電力供給される車両に関して利用可能な能
力（又は、前記車両制御システムが使用することを許可された能力）であり、以下の式に
従う、前記モーターを駆動させるためのモーター駆動部の電流制限に基づくものである：

【数３６】

｛ここで、
【数３７】

は、予め特定された前記モーター駆動部の電流制限（例えば、前記モーター製造者によっ
て特定されたもの）、又は動的に調整される電流制限であって、前記モーター駆動部から
前記車両制御システムへフィードバックされるものである。
【０１２７】
　また、幾つかの実施形態において、前記方法は、

【数３８】

に基づく前記モーターの最大無負荷スピードの評価において使用される前記モーターの稼
動スピードの値を制限するステップも含み、該制限は

【数３９】

　に従う：
｛ここで、

【数４０】

は、前記最大無負荷スピードである。
【０１２８】
　図８Ｂは、本発明の例示的な実施形態に従って、バッテリーにより電力供給される車両
に関するモーター電流能力を決定（測定）するための装置（８５０）の概念図である。前
記装置（８５０）は、例えば、図８Ａの前記方法を実施することができる。前記装置（８
５０）は、測定モジュール（８５４）を備え、該モジュールは、前記車両モーター（８６
２）の稼働スピードを測定するための物である。また、前記装置（８５８）は、測定モジ
ュール（８５８）を備え、該モジュールは、前記様々なモーターパラメーター（８６６）
及びバッテリーパラメーター（８６８）に基づいて、前記下降したバッテリー電圧、及び
前記モーター電流能力を評価するための物である。
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【０１２９】
バッテリーの電気的な状態の評価
　電気的な負荷を供給するための広い範囲の電源が公知となっている。電源の電力輸送能
力について特性評価することは、放電ポイントの終点、又は前記電源の利用可能な出力電
力を知るために有益となり得る。前記電源（例えば、バッテリー）が、電気的な負荷（例
えば、電気モーター）に電力を提供し、輸送隊の為の推進力を生み出す場合において、前
記電源の電力輸送能力を理解することにより、例えば、前記輸送体の最大稼働スピードを
決定することが可能となる。
【０１３０】
　図９Ａは、本発明の例示的な実施形態に従ったバッテリー（９３５）の回路図モデルで
ある。前記バッテリー（９３５）は、電気的な負荷（例えば、輸送体で用いられる電気モ
ーター）を駆動させることができる。前記バッテリー（９３５）は、開回路電圧源
【数４１】

（９４０））（ここで該電圧源は、以下を有する：
内部のインピーダンス（
【数４２】

（９４５））、及び回路中の電流フロー（

【数４３】

（９５５））としてモデル化することができる。
前記バッテリー電圧（
【数４４】

（９５０））は、前記端子（９５６及び９５７）で測定することができる。
【０１３１】
　図９Ｂは、本発明の例示的な実施形態に従った装置（９６４）（バッテリー状態評価部
「ＢＳＥ」）の概念図であり、該装置は、図９Ａの前記バッテリー（９３５）の電気的な
状態を評価するためのものである。前記ＢＳＥの機能は、前記測定されたバッテリー電流
（９５５）及び端子電圧（９５０）を入力として用いて、前記バッテリーの性能の特徴を
以下に基づいて測定することである：
変動する「開回路」電圧源（
【数４５】

）；及び
前記バッテリーの変動する一連のＤＣ抵抗（Ｒｂａｔ）モデル。
そして、Ｒｂａｔ及びＶｏｃは、前記システムによって使用され、例えば、前記モーター
電流能力（ＣＣＥ）の評価において使用される。該ＣＣＥは、傾き安定性の維持を確保す
るためにコマンド送信される前記推進力を制限するために次々と使用される。また、Ｖｏ
ｃは、放電（空のバッテリー）の基準の終点を決定する際に使用することができる。
【０１３２】
　バッテリー電流が急速に変化する状態の下で（データが豊富に存在する下で）、前記バ
ッテリー電圧の差を前記バッテリー電流の差で割った比をとることにより、前記バッテリ
ー（その抵抗）に関する電圧及び電流の関係がすぐに決定することができる。Ｖｏｃは、



(38) JP 6022946 B2 2016.11.9

10

20

30

40

徐々に変化していき、殆ど、又は全くバッテリー電流が下がらくなったときに、
【数４６】

として、知ることができる。Ｖｏｃは、更なる電流が流れたときに、前記バッテリーにお
けるＶｂａｔ及び抵抗電圧降下に基づいて計算することができる。従って、従来技術のシ
ステムで行っていた場合よりも、Ｒｂａｔ及びＶｏｃの更なる迅速且つ正確な評価を決定
することができる。前記Ｖｏｃ評価は良好なＲｂａｔ評価に依存するため、Ｒｂａｔ評価
は、迅速に応答／変換されることが望ましい。また、前記Ｒｂａｔ評価は、実際のバッテ
リー抵抗の変化に素早く応答することができるため、従来技術のシステムで行われていた
広範な従来の値（例示的な実施形態において４．８オーム）に代わって、前記バッテリー
抵抗の予想値（例示的な実施形態において、１．７オーム）に更に近い値を有するＲｂａ
ｔを与える（ｓｅｅｄ）ことが可能である（そして、望ましい）。また、実際のバッテリ
ー抵抗が高い場合、Ｒｂａｔは、充電のほぼ直後（１秒又は２秒以内）の状態を入力デー
タにおいて維持している状態を反映している可能性がある。前記出力はローパスフィルタ
ーにかけることができ、Ｒｂａｔ又はＶｏｃの瞬間的な変化を回避することができる。
【０１３３】
　図９Ｂを参照すると、電源（バッテリー）（９３５）は、電気的負荷（９５８）を駆動
させる。前記装置（９６４）は、バッテリーパラメーターの初期値を受け取るための入力
装置（９６５）を備える。前記装置（９６４）は、以下の値を得るために設計された測定
モジュール（９６０）を備える：
バッテリー電圧（

【数４７】

、（９５０））、及びバッテリー電流の流れ（
【数４８】

、（９５５））。また、前記装置（９６４）は、バッテリー抵抗（
【数４９】

）を計算するために設計された評価モジュール（９６１）を備え、該計算は以下に基づい
て行われる：バッテリー電圧の変化（
【数５０】

）及びバッテリー電流の流れの変化（Δ（ｄｅｌｔａ）Ｉbat）。また、前記評価モジュ
ール（９６１）は、開回路バッテリー電圧（
【数５１】

）を計算するために設計され、該計算は以下に基づいて行われる：前記計算されたバッテ
リー抵抗（
【数５２】

）、前記バッテリー電流の流れ（
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【数５３】

）、及び前記バッテリー電圧（
【数５４】

）。
【０１３４】
　図９Ｃは、例えば、図９Ｂの装置（９６４）を用いて前記バッテリーの電気状態を評価
するための方法のフローチャートである。前記方法は、大半の状況に関する合理的な予想
である
【数５５】

へ
【数５６】

の値を初期化するステップ（ステップ９０４）を含む。合理的な値である
【数５７】

は最も可能性の高い場合である。そして、前記アルゴリズムは、バッテリー電流が下がる
と迅速に、正確な値である
【数５８】

に関して収束させることができるため、高抵抗バッテリーの状態を実質的に迅速な速さで
検出することができる。信号を旋回又はフィルタリングすることは、どれだけ迅速にこう
した動作を起こすことができるかについて影響を及ぼすであろう。従って、一実施形態に
おいて、更に高い範囲の予想値（例えば、１．７オーム）に関する保存値である
【数５９】

が選択される。
【０１３５】
　また、前記方法は、ある時間の第一のポイントで、以下の値を獲得するステップ（ステ
ップ９０８）を含む：前記バッテリー電圧（

【数６０】

（９５０））、及び前記バッテリー電流の流れ（

【数６１】

（９５５））。
また、前記方法は、以下のものを監視するステップ（ステップ９１２）を含む：バッテリ
ー電圧（
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【数６２】

（９５０））、及びバッテリー電流の流れ（
【数６３】

（９５５））。また、前記方法は、バッテリー電圧及び前記バッテリー電流の流れの変化
が、ある時間における前記第一及び第二のポイントの間で、所定の基準を満たしたとき（
９１４）、ある時間の第二のポイントで、以下の値を獲得するステップ（ステップ９１６
）を含む：前記バッテリー電圧（
【数６４】

（９５０））、及びバッテリー電流の流れ（
【数６５】

（９５５））。
【数６６】

における変化を監視することにより、前記バッテリー抵抗が高い場合のアルゴリズムの感
度を高くすることになる。従って、高バッテリー抵抗状態を更に迅速に検出することを補
助する。
【０１３６】
　該実施形態において、前記所定の基準は、以下のときに満たされる：
ある時間における前記第一及び第二のポイントの間（例えば、約２秒以内）でのバッテリ
ー電圧における変化（
【数６７】

（９５０））が、所定の電圧量（例えば、±２．０Ｖ超）を超え、且つ、
ある時間における前記第一及び第二のポイントの間バッテリー電流の流れにおける変化（
【数６８】

（９５５））が、所定の電流量（例えば、非ゼロ、±０．１Ａ超）を超える場合。健全な
（１．４オーム）バッテリーでは、±２．０Ｖの変化については、±１．４ＡΔを通常必
要とする。非ゼロ値を
【数６９】

に関して使用することにより、
【数７０】

を計算するときに、ゼロで割ることを回避できる。±０．１Ａの電流変化により、計算を
妨害することなく、２０オームもの大きさのバッテリー抵抗を許容することができる。２
秒の期間により、前記バッテリーの電気的状態についての正確な評価を、比較的遅く変化
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する電流が、なおも提供することを可能とする。
【０１３７】
　前記所定の基準が満たされると、前記方法は、ある時間における前記第一及び第二のポ
イントの間におけるバッテリー電圧及びバッテリー電流の流れの変化に基づいて、前記バ
ッテリー抵抗を計算するステップ（ステップ９２０）を含み、該計算は以下の式に従う：
【数７１】

【０１３８】
　また、前記方法は、前記計算されたバッテリー抵抗、ある時間における前記第二のポイ
ントでの前記バッテリー電流の流れ、及びある時間における前記第二のポイントでの前記
バッテリー電圧に基づいて、前記開回路バッテリー電圧を計算するステップ（ステップ９
２４）を含み、該計算は以下の式に従う：

【数７２】

【０１３９】
　また、所定の基準が満たされた場合、前記方法は、ある時間の後のポイントにおいて（
例えば、第三、第四）、前記ステップを繰り返すステップ（ステップ９２８）を含む。一
実施形態において、ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリー電圧
の変化が所定の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三のポイント間
でのバッテリー電流の流れの変化が所定の電流量を超えたとき、前記方法は、前記バッテ
リー電圧及びバッテリー電流の流れの値を、ある時間の第三のポイントで獲得するステッ
プを含む。前記方法は、前記所定の基準が満たされない間は、前記値を獲得することを中
止（延期）するステップを含む。
【０１４０】
　また、幾つかの実施形態において、前記計算されたバッテリー抵抗、ある時間における
前記第二のポイントでの前記バッテリー電流の流れ、及びある時間における前記第二のポ
イントでの前記バッテリー電圧に基づいて開回路のバッテリー電圧を計算するステップ（
ステップ９２４）は、現時点での計算されたバッテリー抵抗が、以前計算されたバッテリ
ー抵抗から、所定のパーセンテージを超えて変化したかどうかを決定するステップを含む
。一実施形態において、以前計算されたバッテリー抵抗が、現時点での計算されたバッテ
リー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化しない場合に、前記開回路バッテ
リー電圧は、前記計算されたバッテリー抵抗に基づいて計算される（ステップ９２４）。
別の実施形態では、現時点での計算されたバッテリー抵抗が、以前計算された計算バッテ
リー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化する場合に、前記開回路バッテリ
ー電圧が、以前に計算されたバッテリー抵抗に基づいて、計算される（ステップ９２４）
。
【０１４１】
　幾つかの一時的な状態（特に実際のバッテリー抵抗が急速に変化する場合（スイッチ可
能な抵抗を用いてテストしたときのように））は、１つの更新の間で、前記評価
【数７３】

を極端に高くする（±８０オーム）。
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【数７４】

に関する許容可能な値の範囲を、予め特定した範囲（例えば、１～１５オーム）にするこ
とにより、計算において用いられる値
【数７５】

は、合理的な値
【数７６】

に維持される。幾つかの実施形態において、
【数７７】

は、更新の間、±１０％の変化に制限される。これは
【数７８】

の巨大かつ非現実的な変動を防止することを目的とする。これは、重要なことであり、な
ぜなら、

【数７９】

の変動は、
【数８０】

に影響を及ぼすからである。前記システムが新たな値を獲得したときに、ある時間のある
ポイントで巨大且つ非現実的な変化が発生すると、前記評価は影響を受ける可能性がある
。悪影響については、前記Ｒｂａｔに変化の制限を課すことにより、制限することができ
る。定数ではなくパーセンテージを用いることで、
【数８１】

について、小さい値の場合には、許容可能な変化を小さく、そして、大きい値の場合には
許容可能な変化を大きくすることができる。
【０１４２】
　幾つかの実施形態において、ステップ（９１６、９２０、及び９２４）を、バッテリー
によって電力供給される車両に関する所定の稼働条件の間（例えば、稼働モードの変更期
間（例えば、着地、発進））中止する。幾つかの実施形態において、前記車両が、所定の
期間、回復可能にブレーキをかけているとき、ステップ（９１６、９２０、及び９２４）
を中止する。
【０１４３】
　様々な実施形態において、前記開示された方法は、コンピュータ・システムで用いるた
めのコンピュータ・プログラム製品として実装することができる。こうした実装には、一
連のコンピュータ指示（インストラクション）を含めることができ、該指示は、具体的な
媒体（コンピュータ読取可能媒体（例えば、ディスケット、ＣＤ－ＲＯＭ、ＲＯＭ、又は
固定ディスク））上に固定されるか、又は、モデム、若しくは他のインターフェース装置
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（例えば、媒体を介したネットワークに接続された通信アダプター）を介してコンピュー
タシステムへ伝送可能な状態であるかのいずれかである。前記媒体は、以下のいずれかの
媒体であってもよい：具体的（有形の）な媒体（例えば、光学的又はアナログの通信回線
）、又は無線技術を用いて実装される媒体（例えば、マイクロ波、赤外線、又は他の伝送
技術）。前記一連のコンピュータ指示は、前記システムに関して、本明細書で上述した機
能の全て又は一部を具現化する。当業者が理解すべきことではあるが、こうしたコンピュ
ータ指示は、多くのコンピュータ・アーキテクチャ又はオペレーティングシステムで用い
るための複数のプログラミング言語で記述することができる。
【０１４４】
　更に、こうした指示は、任意のメモリ装置の中に保存することができ、例えば以下の物
が挙げられる：半導体装置、磁気装置、光学的装置、又は他のメモリ装置。そして、こう
した指示は、任意の通信技術を用いて伝送することができる：例えば、光学的伝送技術、
赤外線伝送技術、マイクロ波伝送技術、又は、他の伝送技術。予想されることではあるが
、こうしたコンピュータ・プログラム製品は、以下の形態で配信することができる：印刷
された文書、若しくは電子文書を伴うリムーバブル媒体（例えば、箱等に包装されたソフ
トウェア）、コンピュータ・システム（例えば、システムＲＯＭ上や固定ディスク上）に
予めロードされた形態、又はサーバー若しくは電子掲示板からの前記ネットワーク（例え
ば、インターネット又はＷｏｒｌｄ　Ｗｉｄｅ　Ｗｅｂ）を介した配信形態。無論、本発
明の幾つかの実施形態は、ソフトウェア（例えば、コンピュータ・プログラム製品）、及
びハードウェアの両方の組合せとして実施することができる。更に本発明の他の実施形態
では、完全にハードウェア、又は完全にソフトウェア（例えば、コンピュータ・プログラ
ム製品）として実施される。
【０１４５】
　本発明に関して記述された実施形態は、単なる例示であることを意図しており、数多く
の変更及び改変があることは当業者にとって明らかであろう。こうした全ての変更及び改
変についても添付した特許請求の範囲で規定される本発明の範囲内であることを意図する
。
　一側面において本願発明は以下の発明を包含する。
（発明１）
　車両のスピードを制御するための方法であって、
　前記車両は以下を備え：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの車輪、
　　・前記少なくとも１つの車輪と連結したプラットフォーム、
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動させ、及び所望の方向に前記
プラットフォームを維持する）、並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）、
　前記方法は以下のステップを含む該方法：
　　・前記連結組立体のプラットフォーム部の位置に対する前記連結構造部の支持部の位
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置を決定するステップ；及び
　　・前記所望の方向に前記プラットフォームを維持している間、前記プラットフォーム
部に対する前記支持部の位置を変化させるコマンドを前記連結構造部に送ることにより、
前記少なくとも１つの車輪が下表面に適用するトルクを制御するステップ。
（発明２）
　発明１に記載の方法であって、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の特定の位
置を特定し、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、
前記車両に関する所望のスピードを達成するステップを含む該方法。
（発明３）
　発明２に記載の方法であって、前記特定の位置が前記車両の稼働モードに基づいて決定
される該方法。
（発明４）
　発明１に記載の方法であって、以下のステップを含む該方法：
　　・車両スピードコマンド値をユーザー又は制御部から受け取るステップ、及び
　　・前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１
つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両スピードコマンド値を
達成するステップ。
（発明５）
　発明１に記載の方法であって、以下のステップを含む該方法：
　　前記少なくとも１つの車輪からのスピードフィードバック信号、連結構造部スピード
、又はその両方を受け取り、
　　前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１つ
の車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両のスピードを制御するコ
マンドを前記連結構造部に送るステップ。
（発明６）
　発明１に記載の方法であって、
　前記制御部はスピードリミッタ・モジュールを備え、
　該制御部は、以下の動作を行うために設計される該方法：
　　該動作とは、スピード・コマンド信号のサイズに行わせる動作であり、
　　該サイズに行わせる動作とは、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前
記トルクに行わせる動作であり、
　　該トルクに行わせる動作とは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
所定時間にわたって変化させることに応じて、前記車両のスピードを所定時間強制するこ
とである。
（発明７）
　発明１に記載の方法であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレー
ル、前記プラットフォーム部がレールガイドである該方法。
（発明８）
　発明１に記載の方法であって、前記連結構造部が四節連動部である該方法。
（発明９）
　以下を備える車両：
　　・支持体；
　　・少なくとも１つの車輪；
　　・前記少なくとも１つの車輪と連結したプラットフォーム；
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車
尾間を移動又は摺動することを可能にする）；
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
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ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動させ、及び所望の方向に前記
プラットフォームを維持する）、；並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）
｛ここで、前記所望の方向に前記プラットフォームを維持している間、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を変化させるコマンドを前記連結構造部に送ることによ
り、前記少なくとも１つの車輪が下表面車両に適用するトルクを制御する｝。
（発明１０）
　発明９に記載の車両であって、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の特定の位
置をコマンド送信し、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制
御して、前記車両に関する所望のスピードを達成するステップを含むように、前記制御部
が設計される該車両。
（発明１１）
　発明９に記載の車両であって、以下のための入力装置を備える該車両：
　　・車両スピードコマンド値をユーザー又は制御部から受け取ること、及び
　　・前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前記少なくとも１
つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御して、前記車両スピードコマンド値を
達成すること。
（発明１２）
　発明９に記載の車両であって、
　　車輪スピードセンサー及び連結構造部スピードセンサーを備え、
　　前記制御部へ信号を送り、
　　コマンドを前記連結構造部に送り、
　　前記コマンドは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を変化させ、前
記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前記トルクを制御し、前記車両のスピー
ドを制御するためのコマンドである該車両。
（発明１３）
　発明９に記載の車両であって、
　スピードリミッタ・モジュールを備え、
　該モジュールは該制御部に以下の動作を行わせるコマンドを送信するために設計される
該車両：
　　該動作とは、スピード・コマンド信号のサイズに行わせる動作であり、
　　該サイズに行わせる動作とは、前記少なくとも１つの車輪が前記下表面に適用する前
記トルクに行わせる動作であり、
　　該トルクに行わせる動作とは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
所定時間にわたって変化させることに応じて、前記車両のスピードを所定時間強制するこ
とである該車両。
（発明１４）
　発明９に記載の車両であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレー
ル、前記プラットフォーム部がレールガイドである該車両。
（発明１５）
　発明９に記載の車両であって、前記連結構造部が四節連動部である該車両。
（発明１６）
　動的平衡車両に関する平衡マージンを維持するための方法であって、
　前記車両は以下のものを備え：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの車輪、
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　　・前記少なくとも１つの車輪に連結されたプラットフォーム
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）、
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記車両の動的平衡をとり、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動
させる）、並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）、
　前記方法は以下のステップを含む該方法：
　　・前記車両に関する現在稼動している車輪トルクを決定するステップ；
　　・前記車両の現在の車輪トルク能力を決定するステップ；並びに
　　・前記連結構造部を制御し、前記現在稼動している車輪トルク及び現在の車輪トルク
能力に基づいて前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御し、前記車両の
平衡に必要な推進能力マージンを維持するステップ。
（発明１７）
　発明１６に記載の方法であって、前記連結構造部に対して、前記車両の平衡を維持する
位置を命じるコマンドを送信することのみを可能にするステップを含む該方法。
（発明１８）
　発明１７に記載の方法であって、
　前記連結構造部は、位置に関するコマンドを送る動作のみ可能にされ、
　該位置は、前記現在稼動している車輪トルク及び前記車両の平衡に必要なトルクの合計
がモーター電流レベルを要求する位置であり、
　該レベルは、前記車両の操作に動力を与えるために使用される電源のモーター電流であ
って、評価された利用可能な駆動モーター電流を下回るレベルである該方法。
（発明１９）
　発明１６に記載の方法であって、コマンド送信された、測定された、又は評価された車
頭／車尾のトルク、ヨートルク、又は両方に基づいて、前記車両のスピードを制御するス
テップを含む該方法。
（発明２０）
　発明１６に記載の方法であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレ
ール、前記プラットフォーム部がレールガイドである該方法。
（発明２１）
　発明１６に記載の方法であって、前記連結構造部が四節連動部である該方法。
（発明２２）
　動的平衡車両であって、以下を備える該車両：
　　・支持体；
　　・少なくとも１つの車輪；
　　・前記少なくとも１つの車輪に連結されたプラットフォーム；
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
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とを可能にする）；
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）；
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、前記少なくとも１つの車輪と連結し
、前記車両の動的平衡をとり、前記少なくとも１つの車輪に動力を送り、前記車両を駆動
させる）；並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）；
｛ここで、
　前記車両のスピードは、前記連結構造部に以下のコマンドを送信することによって制御
される：
　前記車両に関する現在稼動している車輪トルク及び現在の車輪トルク能力に基づいて前
記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御し、前記車両の平衡に必要な推進
能力マージンを維持すること｝。
（発明２３）
　発明２２に記載の車両であって、該車両は位置センサーを備え、
　該センサーは、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の実際の位置を決定するた
めのものであり、
　前記制御部は位置コマンドと実際の位置とを比較して、該比較に基づいて作動装置用の
コマンドを出力する該車両。
（発明２４）
　発明２２に記載の車両であって、該車両は、前記制御部と連結した推進力リミッターモ
ジュールを備え、前記連結構造部に対して、前記車両の平衡を維持する位置を命じるコマ
ンドを送信することのみを可能にする該車両。
（発明２５）
　発明２４に記載の車両であって、
　前記推進力リミッターは、前記連結構造部が、位置に関するコマンドを送る動作のみ可
能にするように設計され、
　該位置は、前記現在稼動している車輪トルク及び前記車両の平衡に必要なトルクの合計
がモーター電流レベルを要求する位置であり、
　該レベルは、前記車両の操作に動力を与えるために使用される電源のモーター電流であ
って、評価された利用可能な駆動モーター電流を下回るレベルである該車両。
（発明２６）
　発明２２に記載の車両であって、
　前記車両の車頭／車尾スピード、ヨーレート、又は両方に関するコマンドのためのユー
ザー入力装置を備え、
　コマンド送信された、測定された、又は評価された車頭／車尾のトルク、ヨートルク、
又は両方に基づいて、前記車両のスピードを制御するように前記制御部が設計される該車
両。
（発明２７）
　発明２２に記載の車両であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレ
ール、前記プラットフォーム部がレールガイドである該車両。
（発明２８）
　発明２２に記載の車両であって、前記連結構造部が四節連動部である該車両。
（発明２９）
　動的平衡車両の平衡を取るための方法であって、
　前記車両は以下を備え：
　　・支持体、
　　・少なくとも１つの接地部、
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　　・前記少なくとも１つの接地部と連結されたプラットフォーム、
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで該駆動部は、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に連結されて、前記車両の動的平衡をとり、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に動力を送り前記車両を駆動させる）、並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は、
　　　　前記駆動部に連結され、前記駆動部にコマンド送信し、及び、
　　　　前記作動装置に連結され、前記作動装置を制御する）、
　前記方法は、以下のステップを含む該方法：
　　・前記連結構造部のプラットフォーム部に対する前記連結構造部の支持部位置を決定
するステップ；及び
　　・前記車両の動的平衡をとっている間、前記連結構造部のプラットフォーム部に対す
る前記連結構造部の支持部位置を制御し、前記車両重心の位置を動かすステップ。
（発明３０）
　発明２９に記載の方法であって、前記車両が、コマンド送信された下表面に対する静止
位置にあり、且つ前記支持体が少なくとも実質的に水平である間、前記プラットフォーム
部に対する前記支持部を動かして、前記車両の動的平衡をとるステップを含む該方法。
（発明３１）
　発明２９に記載の方法であって、車両の重心の位置の変化に応じて、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を変化させるステップを含む該方法。
（発明３２）
　発明２９に記載の方法であって、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
制御する前記ステップが、車両の車頭／車尾のスピードコマンド、ヨーレートコマンド、
又はその両方に応じて実行され、１以上の所定の条件を満たす該方法。
（発明３３）
　発明２９に記載の方法であって、前記車両が所定の操作モードで稼動しているときに、
前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御する前記ステップが実行される
該方法。
（発明３４）
　発明２９に記載の方法であって、車両の発進及び着陸モードの間、位置を制御する前記
ステップを不能化するステップを含む該方法。
（発明３５）
　発明３４に記載の方法であって、位置を制御する前記ステップを、前記発進モードから
平衡モードへ前記車両が入った後で、可能化するステップを含む該方法。
（発明３６）
　発明２９に記載の方法であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレ
ール、前記プラットフォーム部がレールガイドである該方法。
（発明３７）
　発明２９に記載の方法であって、前記連結構造部が四節連動部である該方法。
（発明３８）
　動的平衡車両であって、以下を備える前記車両：
　　・支持体；
　　・少なくとも１つの接地部；



(49) JP 6022946 B2 2016.11.9

10

20

30

40

50

　　・前記少なくとも１つの接地部と連結されたプラットフォーム；
　　・連結構造部（ここで、該構造部は：
　　　　前記支持体と連結した支持部と；、及び
　　　　前記プラットフォームに連結したプラットフォーム部
　　　とを有し、該構造部は、
　　前記プラットフォーム部に対して前記支持部が車頭及び車尾間を移動又は摺動するこ
とを可能にする）；
　　・作動装置（ここで、該装置は、前記連結構造部と連結しており、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を制御する）；
　　・駆動部（ｄｒｉｖｅ）（ここで、該駆動部は、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に連結され、前記車両の動的平衡をとり、
　　　　前記少なくとも１つの接地部に動力を送り、前記車両を駆動させる）；並びに
　　・制御部（ここで、該制御部は
　　　　前記駆動部と連結して前記駆動部を制御し、及び
　　　　前記作動装置と連結して前記作動装置を制御する）
｛ここで、前記制御部は、以下のことにより前記車両の平衡をとる：
　　・前記連結構造部のプラットフォーム部に対する前記連結構造部の支持部位置を決定
すること、及び
　　・前記車両の動的平衡をとっている間、前記連結構造部のプラットフォーム部に対す
る前記連結構造部の支持部位置を制御し、前記車両重心の位置を動かすこと｝。
（発明３９）
　発明３８に記載の車両であって、前記車両が、コマンド送信された下表面に対する静止
位置にあり、且つ前記支持体が少なくとも実質的に水平である間、前記プラットフォーム
部に対する前記支持部を動かして、前記車両の動的平衡をとるために前記制御部が設計さ
れる該車両。
（発明４０）
　発明３８に記載の車両であって、車両の重心の位置の変化に応じて、前記プラットフォ
ーム部に対する前記支持部の位置を変化させるように前記制御部が設計される該車両。
（発明４１）
　発明３８に記載の車両であって、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を
制御する前記ステップが、車両の車頭／車尾のスピードコマンド、ヨーレートコマンド、
又はその両方に応じて実行され、１以上の所定の条件を満たす該車両。
（発明４２）
　発明３８に記載のシステムであって、前記車両が所定の操作モードで稼動しているとき
に、前記プラットフォーム部に対する前記支持部の位置を制御する前記ステップが実行さ
れる該システム。
（発明４３）
　発明３８に記載のシステムであって、車両の発進及び着陸モードの間、位置を制御する
前記ステップを不能化するように前記制御部が設計される該システム。
（発明４４）
　発明４３に記載のシステムであって、位置を制御する前記ステップを、前記発進モード
から平衡モードへ前記車両が入った後で、可能化するように前記制御部が設計される該シ
ステム。
（発明４５）
　発明３８に記載の車両であって、前記連結構造部が摺動組立体であり、前記支持部がレ
ール、前記プラットフォーム部がレールガイドである該車両。
（発明４６）
　発明３８に記載の車両であって、前記連結構造部が四節連動部である該車両。
（発明４７）
　バッテリーにより電力供給される車両のためのモーター電流能力を決定するための方法
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　・以下に基づいて操作中の車両バッテリーに関する下降したバッテリー電圧を評価する
ステップ：
ａ）操作中の前記車両バッテリーに関する所定の最大予想バッテリーバス電流、
ｂ）評価されたバッテリー開回路電圧、及び
ｃ）評価されたバッテリー開回路抵抗；並びに、
　・前記バッテリーにより電力供給される車両に関するモーター電流能力を以下に基づい
て評価するステップ：
ｄ）前記バッテリーにより電力供給される車両を駆動させるために使用されるモーターの
稼動スピード、
ｅ）前記モーター巻線の逆起電力定数、
ｆ）前記モーター巻線の電気抵抗、
ｇ）前記下降したバッテリー電圧、
ｈ）前記モーター巻線の電気的なインダクタンス、及び
ｉ）前記モーターに関する磁極ペア数。
（発明４８）
　発明４７に記載の方法であって、前記操作中の車両バッテリーに関する下降したバッテ
リー電圧は以下に従い評価される該方法：
【数８２】

｛ここで
【数８３】

は、前記評価された下降バッテリー電圧であり、
【数８４】

は、評価されたバッテリー開回路電圧であり、
【数８５】

は、所定の最大予想バッテリーバス電流であり、及び
【数８６】

は、評価されたバッテリー開回路抵抗である
｝。
（発明４９）
　発明４８に記載の方法であって、前記バッテリーにより電力供給される車両に関する前
記モーター電流能力は以下に従い評価される該方法：
【数８７】

｛ここで、
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【数８８】

は、前記モーター電流能力であり、
【数８９】

は、前記モーターの稼動スピードであり、
【数９０】

は、前記モーター巻線の線間逆起電力定数であり、
【数９１】

は、前記モーター巻線の線間抵抗であり、
【数９２】

は、前記モーターに関する磁極ペア数であり、及び
【数９３】

は、前記モーター巻線の線間インダクタンスである｝。
（発明５０）
　発明４９に記載の方法であって、前記バッテリーにより電力供給される車両に関する前
記モーター電流能力を、前記モーターを駆動させるためのモーター駆動部の電流制限に基
づいて制限するステップを含み、該制限は以下の式に従う該方法：
【数９４】

｛ここで
【数９５】

は、前記モーター駆動部の前記電流制限である｝。
（発明５１）
　発明４９に記載の方法であって、前記モーターの最大無負荷スピードに対して使用され
る前記モーターの稼動スピード値を

【数９６】

に基づいて制限するステップを含み、該制限は以下の式に従う該方法：
【数９７】

｛ここで、
【数９８】
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は、前記最大無負荷スピードである｝。
（発明５２）
　バッテリーにより電力供給される車両に関するモーター電流能力を決定するための装置
であって、
　前記装置は以下を備える該装置：
　　・測定モジュール（ここで、該モジュールは：
　　　　前記バッテリーにより電力供給される車両を駆動させるために使用されるモータ
ーの稼動スピードを測定するように設計される）；及び
　　・評価モジュール（ここで、該モジュールは以下の動作を行うように設計される：
　　　　以下に基づいて操作中の車両バッテリーに関する下降したバッテリー電圧を評価
すること：
　　　　　ａ）所定の最大予想バッテリーバス電流、
　　　　　ｂ）評価されたバッテリー開回路電圧、
　　　　　ｃ）評価されたバッテリー開回路抵抗；及び
　　　　前記バッテリーにより電力供給される車両に関するモーター電流能力を以下に基
づいて評価すること：
　　　　　ｄ）前記バッテリーにより電力供給される車両を駆動させるために使用される
モーターの稼動スピード、
　　　　　ｅ）前記モーター巻線の逆起電力定数、
　　　　　ｆ）前記モーター巻線の電気抵抗、
　　　　　ｇ）前記下降したバッテリー電圧、
　　　　　ｈ）前記モーター巻線の電気的なインダクタンス、及び
　　　　　ｉ）前記モーターに関する磁極ペア数）。
（発明５３）
　発明５２に記載の前記装置であって、前記評価モジュールは、操作中の車両バッテリー
に関する下降したバッテリー電圧を以下の式に従い評価するように設計される該装置：
【数９９】

｛ここで、
【数１００】

は、前記評価された下降バッテリー電圧であり、
【数１０１】

は、評価されたバッテリー開回路電圧であり、
【数１０２】

は、前記所定の最大予想バッテリーバス電流であり、及び
【数１０３】

は、前記評価されたバッテリー開回路抵抗である｝。
（発明５４）
　発明５３に記載の前記装置であって、前記評価モジュールは、前記バッテリーにより電
力供給される車両に関する前記モーター電流能力を以下の式に従い評価するように設計さ
れる該装置：
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【数１０４】

｛ここで、
【数１０５】

は、前記モーター電流能力であり、
【数１０６】

は、前記モーターの稼動スピードであり、

【数１０７】

は、前記モーター巻線の線間逆起電力定数であり、
【数１０８】

は、前記モーター巻線の線間抵抗であり、
【数１０９】

は、前記モーターに関する磁極ペア数であり、及び
【数１１０】

は、前記モーター巻線の線間インダクタンスである｝。
（発明５５）
　発明５４に記載の前記装置であって、前記バッテリーにより電力供給される車両に関す
る前記モーター電流能力を、前記モーターを駆動させるためのモーター駆動部の電流制限
に基づいて制限するように前記評価モジュールが設計され、該制限は以下の式に従う該装
置：
【数１１１】

｛ここで、
【数１１２】

は、前記モーター駆動部の前記電流制限である｝。
（発明５６）
　発明５４に記載の前記装置であって、前記モーターの最大無負荷スピードに対して使用
される前記モーターの稼動スピード値を

【数１１３】

に基づいて制限するように前記評価モジュールが設計され、該制限は以下の式に従う該装
置：
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【数１１４】

｛ここで、
【数１１５】

は、前記最大無負荷スピードである｝。
（発明５７）
　電気的負荷に電力を供給するバッテリーの電気状態を評価するための方法であって、以
下のステップを含む該方法：
ａ）前記バッテリー電圧及び前記バッテリー電流の流れの値をある時間の第一のポイント
で獲得するステップ；
ｂ）バッテリー電圧及びバッテリー電流の流れを監視するステップ；
ｃ）ある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電圧の変化が所定の電圧量
を超え、並びにある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電流の流れの変
化が所定の電流量を超える場合に、前記バッテリー電圧及びバッテリー電流の流れの値を
ある時間の第二のポイントで獲得するステップ；
ｄ）ある時間における前記第一及び第二のポイントの間におけるバッテリー電圧及びバッ
テリー電流の流れの変化に基づいて、バッテリー抵抗を計算するステップ；並びに
ｅ）前記計算されたバッテリー抵抗、ある時間における前記第二のポイントでの前記バッ
テリー電流の流れ、及びある時間における前記第二のポイントでの前記バッテリー電圧に
基づいて開回路のバッテリー電圧を計算するステップ。
（発明５８）
　発明５７に記載の方法であって、以下のステップを含む該方法：
・ステップｂ）を繰り返すステップ；
・ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリー電圧の変化が所定
の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリ
ー電流の流れの変化が所定の電流量を超えたとき、前記バッテリー電圧及びバッテリー電
流の流れの値を、ある時間の第三のポイントで獲得するステップ；
・ステップｄ）を繰り返すステップ；並びに
・ステップｅ）を繰り返すステップ。
（発明５９）
　発明５７に記載の方法であって、以下のステップを含む該方法：
・ステップｂ）を繰り返すステップ；並びに
・ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリー電圧の変化が所定
の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリ
ー電流の流れの変化が所定の電流量を超えるまでは、前記バッテリー電圧及びバッテリー
電流の流れの値を、ある時間の第三のポイントで獲得することを延期するステップ。
（発明６０）
　発明５７に記載の方法であって、ステップｅ）は、現時点での計算されたバッテリー抵
抗が、以前計算されたバッテリー抵抗から、所定のパーセンテージを超えて変化したかど
うかを決定することを含む該方法。
（発明６１）
　発明６０に記載の方法であって、現時点での計算されたバッテリー抵抗が、以前計算さ
れたバッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化しない場合に、前記計
算されたバッテリー抵抗に基づいて開回路バッテリー電圧を計算するステップを含む該方
法。
（発明６２）



(55) JP 6022946 B2 2016.11.9

10

20

30

40

50

　発明６０に記載の方法であって、現時点での計算されたバッテリー抵抗が、以前計算さ
れた計算バッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化する場合、以前計
算されたバッテリー抵抗に基づいて開回路バッテリー電圧を計算するステップを含む該方
法。
（発明６３）
　発明５７に記載の方法であって、前記バッテリーによって電力供給される車両に関する
所定の稼動条件の期間は、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）を中止するステップを含む該方法
。
（発明６４）
　発明６３に記載の方法であって、前記車両が、所定の期間、回復可能にブレーキをかけ
ているとき、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）が中止される該方法。
（発明６５）
　電気的負荷に電力を供給するバッテリーの電気状態を評価するための装置であって、以
下のものを備える該装置：
　　・測定モジュール（ここで、該モジュールは以下の動作を行うために設計される：
　　　　ａ）前記バッテリー電圧及び前記バッテリー電流の流れの値をある時間の第一の
ポイントで獲得するステップ、
　　　　ｂ）バッテリー電圧及びバッテリー電流の流れを監視するステップ、並びに
　　　　ｃ）ある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電圧の変化が所定
の電圧量を超え、並びにある時間の前記第一及び第二ポイントの間でのバッテリー電流の
流れの変化が所定の電流量を超える場合、ある時間の第二のポイントで前記バッテリー電
圧及びバッテリー電流の流れの値を獲得するステップ）；並びに
　　・評価モジュール（ここで、該モジュールは以下の動作を行うために設計される：
　　　　ｄ）ある時間における前記第一及び第二のポイントの間におけるバッテリー電圧
及びバッテリー電流の流れの変化に基づいてバッテリー抵抗を計算するステップ、並びに
　　　　ｅ）前記計算されたバッテリー抵抗、ある時間における前記第二のポイントでの
前記バッテリー電流の流れ、及びある時間における前記第二のポイントでの前記バッテリ
ー電圧に基づいて、開回路バッテリー電圧を計算するステップ）。
（発明６６）
　発明６５に記載の前記装置であって、前記測定モジュールは以下の動作を行うように設
計される該装置：
　　・ステップｂ）を繰り返すこと、
　　・ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッテリー電圧の変化が
所定の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバッ
テリー電流の流れの変化が所定の電流量を超えたとき、前記バッテリー電圧及びバッテリ
ー電流の流れの値をある時間の第三のポイントで獲得すること、
　　・ステップｄ）を繰り返すこと、並びに
　　・ステップｅ）を繰り返すこと。
（発明６７）
　発明６５に記載の前記装置であって：
　　前記測定モジュールはステップｂ）を繰り返すように設計され、並びに
　　前記評価モジュールは、ｆ）ある時間における前記第二及び第三のポイント間でのバ
ッテリー電圧の変化が所定の電圧量を超え、並びに、ある時間における前記第二及び第三
のポイント間でのバッテリー電流の流れの変化が所定の電流量を超えるまでは、前記バッ
テリー電圧及びバッテリー電流の流れの値を、ある時間の第三のポイントで獲得すること
を延期するように設計される該装置。
（発明６８）
　発明６５に記載の前記装置であって、前記測定モジュールは、現時点での計算されたバ
ッテリー抵抗が、以前計算されたバッテリー抵抗から、所定のパーセンテージを超えて変
化したかどうかを決定するように設計される該装置。
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（発明６９）
　発明６８に記載の前記装置であって、前記評価モジュールは、現時点での計算されたバ
ッテリー抵抗が、以前計算されたバッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超え
て変化しない場合に、前記計算されたバッテリー抵抗に基づいて、開回路バッテリー電圧
を計算するように設計される該装置。
（発明７０）
　発明６８に記載の前記装置であって、前記評価モジュールは、前記計算されたバッテリ
ー抵抗が、以前計算されたバッテリー抵抗に対して、所定のパーセンテージを超えて変化
した場合には、以前計算したバッテリー抵抗に基づいて、開回路バッテリー電圧を計算す
るように設計される該装置。
（発明７１）
　発明６５に記載の前記装置であって、前記バッテリーによって電力供給される車両に関
する所定の稼動条件の期間は、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）を中止するように前記装置が
設計される該装置。
（発明７２）
　発明７１に記載の前記装置であって、前記車両が、所定の期間、回復可能にブレーキを
かけているとき、ステップｃ）、ｄ）及びｅ）を中止するように前記装置が設計される該
装置。

【図１】 【図２Ａ】
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